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Ⅰ 中心市街地の活性化は新たなフェーズへ 

まちづくりの「1丁目 1番地」に位置づける JR古賀駅周辺の活性化に向

けた取組をさらに推進しました。 

東口周辺地区については、今まで策定した上位計画に基づき、「ガイドラ

イン策定会議」や「市民ワークショップ」を開催し、まちの将来像や空間

形成の方針、具体的な空間デザインのあり方、それらを実現するためのル

ールを示すことを目的とした「JR古賀駅東口周辺地区まちづくりガイドラ

イン」を策定しました。 

さらに、リーパスプラザこがの生涯学習ゾーンの価値を高める取組とし

て、リーパスプラザこがの再整備に伴う基本計画策定及び事業可能性業務

に着手し、基礎調査や市民アンケート、市民ワークショップ、現地説明会

を実施しました。 

「ゼロカーボンシティ宣言」を具体化するため、地域脱炭素ロードマッ

プの取組（先行地域の検討等）については、研究調査を進め、令和 5年度

に想定エリアの再生可能エネルギー導入可能性調査を実施することとし

ました。 

西口エリアの本質的な再生に向け、新たな食の交流拠点として、まちの

食交場「るるるる」が整備されました。これにより、ニーズの高い「食」

をはじめ、魅力ある店舗が入居でき、多様な人材が交流できる場が創出さ

れました。また、空き店舗改修補助により、旧理髪店から書店へのリノベ

ーションを支援しました。さらに、西口駅前広場の整備に向けた検討を始

めました。 

 

 

Ⅱ 新たな時代の価値観を捉えた産業振興 

古賀市の地域資源を活かし、新たな価値観を捉えた産業振興に取り組み

ました。 

インキュベーション施設「快生館」の運営を継続することで、新たな働

き方の推進やサテライトオフィス等の誘致を促進するとともに、運営企業

や進出企業などの多くの主体と連携し、地域課題解決をテーマにした実証

事業やワーケーションプログラム、企業合宿、起業家育成のためのセミナ

ー開催、多様な人材のネットワーク形成、情報発信の強化などに取り組む

ことで、進出企業の定着や地域活性化を図りました。 

地産地消の拠点であるコスモス館では地産地消の促進に加え、観光・物

産・情報発信機能の強化に向けた取組について、関係各所と協議を行いま

した。 

地域おこし協力隊の活動を通じて、市内にある観光資源を PRするため、

Instagram「よかろ、古賀」で、動画や写真を使って情報発信をしました。 

福岡県東京事務所と連携して、麹町なだ万福岡別邸にてイベントや「古

賀市フェア」を開催し、市の魅力ある特産品の PRを実施しました。 

新たな工業団地の創出に向けた新原高木地区の開発において必要とな

る農村地域産業導入実施計画書に対する福岡県の同意を得るべく、県の関

係部署や地元関係者と継続的に協議を行いました。 

商工会による古賀市キャッシュレス商品券の発行を支援し、キャッシュ

レス決済の普及を推進し消費喚起を図りました。 

ふるさと応援寄附事業の取組を強化するため、西日本高速道路株式会社

及び西日本高速道路サービス・ホールディングス株式会社と連携し、九州

自動車道古賀サービスエリア（上り線）に「ふるさと納税自販機」を設置
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しました。 

農業体験をエンターテインメントとして提供する観光農園の開設を支

援するプロジェクトを立ち上げ、クラウドファンディングを通じて必要な

資金を確保することができました。 

「農村加工所まんま実～や」などで培われた農産加工技術を継承し、新

たな加工品開発に取り組むため、地域おこし協力隊員を 1名任用しました。 

園芸農業施設の整備補助を 1名に行い、高収益農産物の生産拡大に向け

た支援を行いました。また、薦野清滝地区の農業基盤整備事業は所有権移

転登記及び農地中間管理機構への利用権設定を行うための関係者等と調

整を行いました。 

 

Ⅲ チルドレンファーストのさらなる強化 

チルドレンファーストを徹底し、子どもと子育て家庭をまちとして温か

くサポートしていく取組を進め、妊娠・出産・乳幼児期まで、切れ目ない

伴走支援を実施しました。 

出生した子どもに、「うまれてきてくれてありがとう BOX～こがたからば

こ～」を配付し、地域全体で一人ひとりの子どもと子育て家庭を支える思

いを伝えました。出産後、体調や育児に不安のある母親が安心して子育て

ができるよう、母親のからだとこころのケアや育児サポートなどを行う産

後ケア事業を実施しました。 

生後 6 か月前後の乳児がいる家庭を対象として、育児相談会を実施し、

保健師や管理栄養士による保健指導・離乳食相談を行いました。 

市役所に授乳室とキッズスペースを整備しました。 

保育に関する計画・記録や保護者との連絡、登降園の管理などの業務を

ICT 化するシステム導入費用の助成や、市内の保育所等が実施した合同就

職・相談説明会の助成など、保育士の業務負担軽減や保育士確保を図る取

組を支援しました。また、医療的ケアが必要な児童を鹿部保育所で受け入

れる体制を整備しました。 

子どもの貧困対策として、支援を行うことで貧困の連鎖を断ち切ること

ができるよう、子育て世帯に対応する相談支援員を新たに配置し、寄り添

った支援を行いました。また、本来大人が担うとされているような家事、

祖父母、両親、きょうだいなど家族の介護や世話を日常的に行っているヤ

ングケアラーを支援するため、ヘルパー派遣事業を実施しました。さらに、

要保護や要支援の児童がいる世帯に対し、家庭児童相談員が接点を持つき

っかけとして食料を持参し関わりを持つことで、児童虐待防止に努めまし

た。 

少人数学級対応講師、小学校教育支援員、日本語指導講師等を配置し、

学習や生活に困難が生じる児童生徒の支援や学級担任の補助を行うこと

で、児童生徒一人ひとりにきめ細かな対応が可能になり、すべての児童生

徒の学力の向上、学習環境や生活環境の充実に努めました。 

ICT 支援員を配置し、教員の ICT活用を日常的、継続的に支援しました。

また、学習支援ソフトを全ての学年でパソコン端末から活用できるように

したことで授業や家庭学習で利用できるようになりました。 

古賀北中学校校舎の大規模改造工事の第 2期工事や、古賀東中学校の改

修に向けた設計を行いました。衛生環境向上・バリアフリー化のため、ト

イレの洋式化や「みんなのトイレ」の整備について、古賀東、古賀西、花

鶴各小学校は改修に向けた設計を、千鳥小学校、古賀中学校は改修工事を

行いました。 
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全ての小中学校の理科室、家庭科室、技術室への空調整備に向けた設計

を行い、学習環境の向上に取り組みました。 

安心安全な給食提供ができるよう、施設・設備の改修（更新）工事を行

いました。また、多数の児童が訪れる学校給食センター見学がスムーズに

進められるようトイレ改修工事を行いました。通学路の安全対策として、

後牟田大池線道路改良工事にて歩行者の安全確保のため、歩道の改良及び

自転車レーンを整備しました。また、高田筵内線の歩道を整備しました。 

子どもの「生き抜く力」を伸ばす取組として青柳校区で通学合宿を実施

し、青柳小学校の児童が参加しました。放課後子供教室は、地域住民の参

加のもと、前年度まで未実施校区だった青柳校区及び花見校区を含めて、

全小学校区で実施しました。また、各児童館で小中学生対象の活動プログ

ラムを企画・実施するなど、特色ある児童館・児童センター運営を行うこ

とで、子どもの行き場所・居場所を確保しました。 

 

Ⅳ 誰もが健康で安心して暮らせるまち 

あらゆる立場の人が QOL（Quality Of Life：生活の質）を向上できるよ

う、医療・介護体制の強化や福祉の充実、公共交通の利便性の向上、イン

フラ整備、地域防災・減災体制の強化、環境施策、地域のコミュニティの

課題の解消、スポーツや文化芸術の地域振興に取り組みました。 

新型コロナウイルス感染症対策としてワクチン接種について関係機関

と連携し、集団接種及び個別医療機関での接種体制を構築、初回接種（1・

2回目接種）及び追加接種（3･4･5回目接種）、小児・乳幼児接種を実施し

ました。 

次期地域福祉計画の策定に向けて、インターネット等を活用したアンケ

ート調査を実施しました。また、地域に身近な相談窓口として設置してい

る市内 3か所の圏域地域包括支援センターと基幹型地域包括支援センター

が、高齢者支援に関する情報共有・連携による運営体制をとることにより、

高齢者のきめ細やかな支援に努めました。 

次期介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画の策定に向けて、高齢者の

心身の状態や日常生活の状況、ニーズをつかむための調査を実施しました。

認知症の理解促進を推進するため、中学生向けの認知症サポーター養成講

座において、VR機器を活用した認知症 VR体験会を実施しました。 

ヘルスアップぷらん（古賀市健康増進計画（第二次）・食育推進計画）に

基づき、子どもから高齢者まで幅広い世代の健康づくりに取り組みました。

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施における地域担当の専門職と

して保健師 1名と管理栄養士 1名を増員しました。また、体成分分析装置

や尿中塩分計等を活用した健康測定を行い、保健事業と介護予防の一体的

実施などの充実を図りました。 

在宅で人工呼吸器を使用している障がい者、障がい児、難病患者などが

災害時の停電でも命を守り、安心して生活できるよう、非常用電源を日常

生活用具の対象用具として追加し、助成を開始しました。がん治療に伴う

心理的負担を軽減するとともに社会参加を促進し、療養生活の質を向上す

るため、医療用ウィッグや胸部の補整パッドなどの購入費を助成しました。 

犯罪等により被害を受けた人が再び平穏な生活ができるよう支援する

ため、基本理念や相談及び情報の提供等、犯罪被害者等見舞金の支給など

を定めた「古賀市犯罪被害者等支援条例」を定めました。 

令和 4年 10月から花鶴丘・日吉台・美明をエリアとして、新たな交通サ

ービスとなる AI オンデマンドバス「のるーと古賀」の運行を開始しまし
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た。 

インフラ整備として、汚泥再生処理センター海津木苑（仮称）建設工事

については、令和 5年度の完成に向け、工事を円滑に進めることができま

した。 

JR 千鳥駅東口のアクセス機能を強化するため、県や警察等関係機関と協

議を行い駅前広場及び前面道路の詳細設計を実施するとともに用地を取

得しました。西鉄宮地岳線跡地では、中川区と花見南区において道路詳細

設計を実施するとともに、中川区の一部の整備が完了しました。花見佐谷

線については道路拡幅に向けた詳細設計に着手しました。 

上水道施設については配水管の老朽化の状態から定めた優先順位を基

に管路の更新工事を実施しました。下水道施設の老朽化対策として、ポン

プ場では千鳥中継ポンプ場機械設備更新工事を実施し、古賀水再生センタ

ーでは機械設備更新工事などを実施しました。浸水被害を軽減するため

「古賀市雨水管理総合計画」を策定し、公共下水道処理区域内のリスク評

価を行いました。上下水道課にセミセルフレジを導入したことで、職員の

窓口業務負担軽減と市民の利便性向上につながりました。下水道事業の啓

発促進に向けて、令和 5年 3月に茨城県古河市を訪問し、下水道事業の経

営などについて意見交換を行いました。 

地域防災・減災体制の強化を進めました。「指定緊急避難場所としての使

用に関する協定」を締結した自主防災組織に対して、緊急避難場所を開設

する際、必要となる備品等の購入費補助制度を整備しました。市消防団員

の年額及び出動報酬の支給額の引き上げや、市消防団員が災害活動等で使

用した自家用車等に生じた損害を補償する保険への加入を行いました。在

住外国人の増加を踏まえ、防災メールを多言語化し、英語、中国語、韓国

語、ベトナム語、やさしい日本語での発信を可能にしました。 

脱炭素社会の実現など、環境課題の解決に向けた取組を進めるため、第

3 次環境基本計画、第 2 次地球温暖化対策実行計画及び、第 3 次ごみ処理

基本計画の策定に着手しました。 

市民の省エネルギー意識の向上を図るとともに、家庭から排出される温

室効果ガス削減に向けた行動を促進していくため、イベント会場や地域の

公民館などで「うちエコ診断会」を開催しました。 

4R の取組を推進していくため、KOGA 環境ひろば等のイベントやダンボ

ールコンポスト講座等を行いました。 

持続可能な社会の実現につながる具体的行動を促進していくため、市民

（親子）を対象に地球温暖化対策、資源循環など、さまざまな環境課題に

ついて学ぶ環境市民講座を開催しました。また、環境人材バンク制度を活

用して、小学校の授業や環境市民講座に環境アドバイザーを派遣しました。 

ワンヘルスの理念に基づく取組を推進していくため、令和 5 年 3 月 18

日、「古賀市ワンヘルス推進宣言」を表明しました。また、ワンヘルス講座

を開催し、参加した市民にワンヘルスの取組や趣旨について、啓発を行い

ました。令和 3年度クラウドファンディングの寄附金を活用し、地域猫活

動団体補助金を拡充することで、地域猫活動支援の充実を図りました。 

活動のマンネリ化や後継者不足等といった地域コミュニティが抱える

課題や活性化について話し合う場に、地域づくりの専門アドバイザーを派

遣するとともに、市職員も参加する地域づくりサポート制度により、課題

の共有や解決に取り組みました。公益的な市民活動を行う団体に対して、

コミュニティ活動補助金を交付し、組織の自主的・主体的な取組を財政的

に支援することで、市民活動団体の活性化に取り組みました。地域におけ
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る課題が複合化するなか、新たなまちづくりの担い手を発掘するため、共

創まちづくり推進委託によるワークショップとリビングラボを実施しま

した。 

公共施設予約システムを更改し、システムでの仮予約や施設利用料のク

レジット決済が可能となったことで、利用者の利便性が向上しました。ス

ポーツ協会や文化協会と連携を強め、イベントや事業の充実を図りました。 

J1 で活躍するアビスパ福岡のフレンドリータウンとして、古賀市応援デ

ーの取組により市内外に対してシティプロモーションを推進しました。 

 

Ⅴ 人権と平和を守り、郷土愛を醸成 

ジェンダーや性的マイノリティの人たち、外国籍市民等、様々な観点か

らの人権施策に取り組みました。また、平和やふるさとへの愛着や誇りを

醸成する取組を実施しました。 

女性特有の不安を解消するため、学校や公共施設において生理用品の無

償配布を継続実施しました。誰もが自分らしく生きることができる社会を

めざしたパートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度を運用する自治体

と「制度の都市間相互利用に関する協定」を締結し、当事者の方の権利保

障が速やかに行われるよう連携強化に努めました。また、プライド月間の

取組など情報発信を行いました。 

古賀市人権施策基本指針に基づき、市民の理解と共感を得られ、また、

市民一人ひとりが自分自身の課題として捉えることができるよう講演会

を開催しました。 

外国籍市民等に分かりやすく生活情報が伝わるよう、やさしい日本語で

の情報発信を強化するため、既存のウェブ情報を自動でやさしい日本語に

変換できる「伝えるウェブ」を導入し、市ホームページをやさしい日本語

化できるようにしました。多言語翻訳機を常設した相談窓口を設置し、困

りごとに迅速に対応できる体制を構築するとともに、外国籍児童の保護者

が相談しやすいようアウトリーチ型支援として出張相談も実施しました。 

恒久平和に向けた取組として、原爆投下日、終戦記念日に合わせた黙と

うの呼びかけ並びに「原爆の絵」展をリーパスプラザこがにて開催し、市

民への周知啓発を図りました。 

名誉市民である中村哲氏の顕彰のあり方を考えるため、無作為抽出によ

り選ばれた市民による市民討議会を開催し、市民の率直な意見を聴取する

ことができました。また、国史跡船原古墳は、引き続き九州歴史資料館と

の共同研究を進め、専門家を招いての検討会では、今後の報告に向けての

貴重な意見を得ることができました。そのほか、鹿部山開発に伴う発掘調

査から 50 年を記念する企画展や薦野増時の没後 400 年のパネル展などを

通じ、郷土愛の醸成を図りました。 

 

Ⅵ デジタル化の推進 

デジタル社会の実現に向け、情報分野における変革に組織全体で取り組

みました。 

令和 3年度に導入した RPA（Robotic Process Automation：定型業務の

自動化）や Webアンケートシステムについて、利用事務を拡げ、業務効率、

利便性の向上を図りました。議会の ICT化を推進していくために、タブレ

ットを全議員に 1台ずつ配付してシステムを導入し、議案や委員会資料等

のペーパーレス化に向けた取組を進めています。また、サンコスモ古賀や

リーパスプラザこがにおいて、議会中継を視聴できるよう、環境を整備し、
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各議会開催日に中継を行いました。 

「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」をめざして、「スマホお

たすけ窓口」を庁舎内に設置し、多くの方に利用していただきました。 
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主要事業の実績 
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主要事業の実績 対象事業一覧 

番号 ページ 施策名 会計 款 項 目 事業費名称 
大事業に係る 

決算額 
担当課 

決算に関する 

資料 

1 14 1-1-1 みんなで見守る子育て支援の推進 一般 
3 

4 

2 

1 

4 

5 
妊娠・出産・乳幼児期支援事業費 

41,257,823 

183,333,944 
子育て支援課 

156 

180 

2 14 1-1-1 みんなで見守る子育て支援の推進 一般 3 2 4 児童権利擁護事業費 4,379,094 子育て支援課 156 

3 15 1-1-3 幼児教育・保育サービスの充実 一般 3 2 2 幼児教育・保育提供事業費 2,207,811,465 子育て支援課 142 

4 15 1-2-1 未来を切り拓く教育の充実 一般 10 1 3 学力・体力向上推進事業費 52,496,669 学校教育課 246 

5 16 1-2-1 未来を切り拓く教育の充実 一般 10 1 3 学習支援体制充実事業費 12,208,286 学校教育課 250 

6 16 1-2-2 学校教育施設の充実 一般 10 1 5 学校施設管理事業費 737,839,990 教育総務課 256 

7 17 1-3-1 青少年が健やかに育つ環境の充実 一般 10 2 6 青少年育成活動推進事業費 6,049,121 青少年育成課 278 

8 17 1-3-1 青少年が健やかに育つ環境の充実 一般 3 2 3 児童館管理運営事業費 8,537,621 青少年育成課 152 

9 18 1-3-1 青少年が健やかに育つ環境の充実 一般 3 2 3 学童保育所管理運営事業費 158,194,986 青少年育成課 154 

10 18 1-3-3 豊かな心を育む文化芸術活動の促進 一般 10 2 7 文化芸術振興事業費 4,731,711 文化課 280 

11 19 1-3-4 郷土愛を育む文化財の保存・活用 一般 10 2 5 文化財調査・研究推進事業費 66,449,179 文化課 274 

12 19 1-3-4 郷土愛を育む文化財の保存・活用 一般 10 2 5 文化財公開・活用事業費 1,159,759 文化課 276 

13 20 
1-3-6 学び合いを支える社会教育活動の 

活性化 
一般 10 2 2 社会教育関連施設管理事業費 84,106,784 生涯学習推進課 264 

14 20 1-4-1 すべての人権の尊重 一般 3 1 7 人権意識向上事業費 10,276,463 人権センター 132 

15 21 
1-4-2 性別にとらわれない多様な生き方の

尊重 
一般 3 1 7 性の多様性尊重事業費 60,000 人権センター 134 

16 21 
1-4-3 ジェンダー平等の実現と男女共同参

画の推進 
一般 3 1 9 男女共同参画推進事業費 491,172 人権センター 138 

17 22 
1-4-4 自分らしく暮らせる多文化共生の 

推進 
一般 2 1 9 多文化共生推進事業費 2,724,794 まちづくり推進課  82 

18 22 2-1-1 人とまちの健康づくりの推進 
一般 

介保 

4 

3 

1 

2 

3 

1 
健康づくり推進事業費 

1,654,277 

876,346 
健康介護課 

174 
 22 

（大事業に係る決算額の単位：円） 
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主要事業の実績 対象事業一覧 

番号 ページ 施策名 会計 款 項 目 事業費名称 
大事業に係る 

決算額 
担当課 

決算に関する 

資料 

19 23 2-1-2 保健の充実と医療連携 一般 4 1 4 感染症対策事業費 461,669,975 健康介護課 176 

20 23 2-2-1 みんなで支え合う介護予防の推進 
一般 

介保 

4 

3 

1 

2 

3 

1 

保健事業と介護予防の一体的実施

事業費 

2,014,454 

1,584,810 
健康介護課 

176 

 22 

21 24 
2-2-2 最後まで尊厳のある暮らしを続ける

ための支援の充実 
介保 

3 

3 

3 

3 

1 

2 
認知症総合支援事業費 

1,489,782 

411,573 
福祉課 

 28 

 30 

22 24 
2-3-1 地域で安心して生活するための支援

の充実 
一般 3 1 5 障がい者生活支援事業費 1,693,370,915 福祉課 126 

23 25 
2-4-1 困ったときに頼り合える地域福祉の

推進 
一般 3 1 1 地域福祉包括的支援事業費 187,200 健康介護課 112 

24 25 
2-4-1 困ったときに頼り合える地域福祉の

推進 
一般 2 1 1 恒久平和希求事業費 30,000 総務課  54 

25 26 
2-4-1 困ったときに頼り合える地域福祉の

推進 
一般 3 1 1 物価高騰対策等生活支援事業費 35,262,931 健康介護課 118 

26 26 
2-4-1 困ったときに頼り合える地域福祉の

推進 
一般 3 1 1 物価高騰対策等生活支援事業費 33,759,930 青少年育成課 118 

27 27 
2-4-1 困ったときに頼り合える地域福祉の

推進 
一般 3 1 1 物価高騰対策等生活支援事業費 292,485,446 福祉課 116 

28 27 
2-4-1 困ったときに頼り合える地域福祉の

推進 
一般 3 1 1 物価高騰対策等生活支援事業費 56,422,523 総務課 116 

29 28 2-4-2 自立支援の推進と包括的支援の充実 一般 3 1 1 包括的自立支援事業費 262,853,395 福祉課 114 

30 28 
3-1-1 活気とにぎわいを創り出す商工業の

活性化 
一般 

2 

7 

1 

1 

9 

2 
商工業活性化推進事業費 

495,828,830 

79,062,180 
商工政策課 

 82 

210 

31 29 3-1-2 企業立地の促進と新たな雇用の創出 一般 7 1 2 企業立地促進事業費 1,111,652 商工政策課 212 

32 29 3-1-2 企業立地の促進と新たな雇用の創出 一般 2 1 6 インキュベーション促進事業費 76,913,491 経営戦略課  76 

（大事業に係る決算額の単位：円） 
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主要事業の実績 対象事業一覧 

番号 ページ 施策名 会計 款 項 目 事業費名称 
大事業に係る 

決算額 
担当課 

決算に関する 

資料 

33 30 3-1-3 魅力あふれる観光の活性化 一般 7 1 3 観光資源強化推進事業費 1,252,543 商工政策課 214 

34 30 3-2-2 持続可能な農業経営の推進 一般 6 1 3 農業者経営安定支援事業費 44,590,315 農林振興課 196 

35 31 4-1-1 地域特性に応じた土地利用の推進 一般 8 4 1 古賀駅周辺整備事業費 39,423,412 古賀駅周辺開発推進課 226 

36 31 4-1-1 地域特性に応じた土地利用の推進 一般 8 2 3 千鳥駅東口周辺整備事業費 139,758,373 建設課 222 

37 32 4-1-3 快適な道路網の整備 一般 8 2 3 道路改良事業費 248,640,494 建設課 222 

38 32 4-1-4 安全・安心な水道サービスの持続 水道    水道事業経営管理事務費  上下水道課  

39 33 4-1-4 安全・安心な水道サービスの持続 水道    配水管管理事業費  上下水道課  

40 33 4-1-4 安全・安心な水道サービスの持続 水道    水源・取水施設管理事業費  上下水道課  

41 34 4-1-5 下水道の整備と経営基盤の強化 下水    下水道事業経営改善推進事業費  上下水道課  

42 34 4-1-5 下水道の整備と経営基盤の強化 下水    下水道施設管理事業費  上下水道課  

43 35 
4-2-1 持続可能な公共交通ネットワークの

確立 
一般 2 1 1 公共交通維持・確保事業費 120,336,284 経営戦略課 54 

44 35 4-3-2 命を守る防災・危機管理の推進 一般 9 1 2 防災体制強化事業費 56,141,437 総務課 236 

45 36 4-3-2 命を守る防災・危機管理の推進 一般 9 1 3 防災力強化事業費 10,229,756 総務課 238 

46 36 
4-4-2 資源を有効に活用する循環型社会の

形成 
一般 4 2 3 し尿処理事業費 1,391,565,899 環境課 188 

47 37 
4-4-3 環境と人と動物のよりよい関係を築

く動物愛護の推進 
一般 4 1 2 人と動物との共生社会推進事業費 2,112,553 環境課 170 

48 37 4-4-5 私たちにできる地球温暖化の防止 一般 4 1 2 地球温暖化防止対策推進事業費 73,028 環境課 172 

49 38 4-4-6 「環」をつなぐ環境教育の推進 一般 4 1 2 環境教育推進事業費 352,832 環境課 172 

50 38 5-1-1 みんなでつながる地域づくりの推進 一般 2 1 9 コミュニティ活動推進事業費 90,830,315 まちづくり推進課  86 

51 39 
5-1-2 積極的な情報発信・情報共有とシテ

ィプロモーションの推進 
一般 2 1 6 シティプロモーション推進事業費 6,619,488 経営戦略課  78 

        （大事業に係る決算額の単位：円） 
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主要事業の実績 対象事業一覧 

番号 ページ 施策名 会計 款 項 目 事業費名称 
大事業に係る 

決算額 
担当課 

決算に関する 

資料 

52 39 
5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財

政運営 
一般 2 1 1 行政庶務事務費 4,980,025 総務課  60 

53 40 
5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財

政運営 
一般 10 2 1 公共施設等管理事業費 11,824,561 生涯学習推進課 264 

54 40 
5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財

政運営 
一般 2 1 1 デジタル化推進事業費 6,034,580 デジタル推進課  60 

55 41 
5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財

政運営 
一般 10 3 1 スポーツ施策推進事務費 12,238,647 生涯学習推進課 282 

56 41 
5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財

政運営 
一般 3 1 1 人権施策推進事務費 933,458 人権センター 108 

57 42 
5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財

政運営 
介保 1 4 1 高齢者施策推進事務費 3,431,000 健康介護課  14 

58 42 
5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財

政運営 
一般 4 1 2 環境施策推進事務費 19,599,370 環境課 168 

59 43 
5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財

政運営 
一般 2 1 6 総合政策推進事務費 19,750,553 経営戦略課  74 

60 43  一般 1 1 1 議会運営事務費 50,470,100 議会事務局  50 

（大事業に係る決算額の単位：円） 
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●主要事業（令和４年度予算案の概要掲載事業）への対応 

1 
政策 1-1 子育て支援の充実  

2 
政策 1-1 子育て支援の充実 

施策 1-1-1 みんなで見守る子育て支援の推進  施策 1-1-1 みんなで見守る子育て支援の推進 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 
3款 2項 4目 

4款 1項 5目 
妊娠・出産・乳幼児期支援事業費 

 
一般 3款 2項 4目 児童権利擁護事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

41,257,823円 

183,333,944円 

156ページ 

180ページ 
子育て支援課 

 
4,379,094円 156ページ 子育て支援課 

妊娠・出産・乳幼児期まで、切れ目ない伴走支援を実施しました。 

出生した子どもに、「うまれてきてくれてありがとう BOX～こがたから

ばこ～」を配付し、地域全体で一人ひとりの子どもと子育て家庭を支え

る思いを伝えました。 

出産後、体調や育児に不安のある母親が安心して子育てができるよ

う、市が委託する医療機関で宿泊や日帰りにより、母親のからだとここ

ろのケアや育児サポートなどを行う産後ケア事業を実施しました。 

生後 6か月前後の乳児がいる家庭を対象として、育児相談会を実施

し、保健師や管理栄養士による保健指導・離乳食相談を行いました。 

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てができるよう妊娠期

から出産・子育てまで一貫して相談に応じ、必要な支援につなげるとと

もに、出産・子育てにかかる費用の助成を行いました。 

 

 本来大人が担うとされているような家事、家族の介護や世話を日常的に

行っているヤングケアラーを支援するため、ヘルパー派遣事業を実施し、

3世帯について支給決定を行いました。ヤングケアラーについての認識が

まだ低いため、ヤングケアラーと接する可能性の高い訪問介護事業所等に

周知活動を行いました。 

要保護や要支援の児童がいる世帯に対し、家庭児童相談員が接点を持つ

きっかけとして 15世帯 39人に対して食料を持参し関わりを持つことで、

児童虐待防止に努めました。 
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3 
政策 1-1 子育て支援の充実  

4 
政策 1-2 学校教育の充実 

施策 1-1-3 幼児教育・保育サービスの充実  施策 1-2-1 未来を切り拓く教育の充実 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 3款 2項 2目 幼児教育・保育提供事業費  一般 10款 1項 3目 学力・体力向上推進事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

2,207,811,465円 142ページ 子育て支援課  52,496,669円 246ページ 学校教育課 

保育に関する計画・記録や保護者との連絡、登降園の管理などの業務を

ICT化するシステム導入費用の助成や、市内の保育所等が実施した合同就

職・相談説明会の助成など、保育士の業務負担軽減や保育士確保を図る取

組を支援しました。 

 医療的ケアが必要な児童を鹿部保育所で受け入れる体制を整備すると

ともに、私立保育所等においても受入体制の整備を推進するため、看護

師を配置する費用を助成し、医療的ケア児の入所を支援しました。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 令和 4年度から ICT支援員を配置し、教員の ICT活用を日常的、継続

的に支援しました。各小中学校へ週 1回程度訪問し、教員への助言、授

業中の操作支援、デジタル教科書等の活用支援、研修支援を行うことに

よって、教員による ICT機器の活用が推進されるとともに、障害対応を

ICT支援員に任せることによって、教員は授業の進行に集中することが

できました。 
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5 
政策 1-2 学校教育の充実  

6 
政策 1-2 学校教育の充実 

施策 1-2-1 未来を切り拓く教育の充実  施策 1-2-2 学校教育施設の充実 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 10 款 1項 3目 学習支援体制充実事業費  一般 10款 1項 5目 学校施設管理事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

12,208,286円 250ページ 学校教育課  737,839,990円 256ページ 教育総務課 

少人数学級対応講師、小学校教育支援員、日本語指導講師等を配置し、

学習や生活に困難が生じる児童生徒の支援や学級担任の補助を行うこと

で、児童生徒一人ひとりにきめ細かな対応が可能になり、すべての児童生

徒の学力の向上、学習環境や生活環境の充実に努めました。 

 また、古賀市立小中学校に配置された教職員を対象とした古賀市主催研

修を令和 4年度は計 39回開催し、受講した教職員延べ 687 人の資質向上

を図りました。 

 

 

 

 ①古賀北中学校校舎の大規模改造工事の第 2期工事や、古賀東中学校の

改修に向けた設計を行いました。 

 

②衛生環境向上・バリアフリー化のため、トイレの洋式化や「みんなの

トイレ」の整備について、古賀東、古賀西、花鶴各小学校は改修に向

けた設計を、千鳥小学校、古賀中学校は改修工事を行いました。 

 

③全ての小中学校の理科室、家庭科室、技術室への空調整備に向けた設

計を行い、学習環境の向上に取り組みました。 

 

 

 

 

 

 

 

  

大規模改造工事を終えた古賀北中学校 洋式化・バリアフリー化した古賀中学校トイレ 
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7 
政策 1-3 つながりを深める学ぶ機会の充実  

8 
政策 1-3 つながりを深める学ぶ機会の充実 

施策 1-3-1 青少年が健やかに育つ環境の充実  施策 1-3-1 青少年が健やかに育つ環境の充実 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 10 款 2項 6目 青少年育成活動推進事業費  一般 3款 2項 3目 児童館管理運営事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

6,049,121円 278ページ 青少年育成課  8,537,621円 152ページ 青少年育成課 

新型コロナウイルス感染症対策を講じながら、できる限り子どもたち

の体験の機会が確保できるよう、各種事業に取り組みました。 

放課後子供教室は、地域住民の参加のもと、前年度まで未実施校区だ

った青柳校区及び花見校区を含めて、全小学校区で子どもたちの放課後

の居場所づくり、活動の場を提供することができました。 

通学合宿は、青柳校区で実施期間を 3泊 4日に短縮して実施し、青柳

小学校の児童 13人（5年生 3人、6年生 10人）が参加しました。 

 

（放課後子供教室の実施状況） 

広場名 
開所

日数 
参加数 実施形態 

学童

連携 

東小放課後子ども広場 85日 5,746人 委託 有 

千鳥チャレンジアンビシャス広場 53日  200人 自主運営 無 

花見小アンビシャス広場 11日 319 人 市直営 有 

舞っ子アンビシャス広場 77日 2,403人 委託 有 

西っ子アンビシャス広場 42日  343人 委託 無 

あおやぎっ子ニコニコ広場 26日 962 人 委託 有 

小野っ子ゆうゆう広場 42日  1,491 人 委託 有 

かづるっ子広場 33日 2,168人 委託 有 
 

  18 歳未満の子どもや乳幼児の保護者が安心・安全に過ごすことができ

る「行き場所」「居場所」を確保するため、さまざまな工夫をして新型コ

ロナウイルス感染症対策を行い、来館者を受け入れました。 

 また、各館で小中学生対象の活動プログラムを企画・実施するなど、特

色ある児童館・児童センター運営を行いました。 

 

 （児童館来館者数） 

施設名 来館者数 

米多比児童館 1,796人 

千鳥児童センター 13,364人 

ししぶ児童センター 7,528人 

合計 22,688人 
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9 
政策 1-3 つながりを深める学ぶ機会の充実  

10 
政策 1-3 つながりを深める学ぶ機会の充実 

施策 1-3-1 青少年が健やかに育つ環境の充実  施策 1-3-3 豊かな心を育む文化芸術活動の促進 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 3款 2項 3目 学童保育所管理運営事業費  一般 10款 2項 7目 文化芸術振興事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

158,194,986円 154ページ 青少年育成課  4,731,711円 280ページ 文化課 

保護者の就労等により家庭が留守になっている児童が、放課後等の遊び

や生活の場として安心・安全に過ごすことができるよう、各小学校内で学

童保育所を運営しました。 

また、学童保育所指導員の資質向上を図ることを目的とした研修会を開

催し、計 44人が参加しました。 

 

（学童保育所入所者数） 

学童名 定員 
入所者数 

R4.4.1 R5.3.1 

古賀東 130人 136人 108人 

小野 95人 100人 72人 

花鶴 160人 148人 123人 

青柳 85人 36人 37人 

古賀西 100人 83人 67人 

花見 102人 93人 65人 

千鳥 80人 62人 57人 

舞の里 55人 59人 44人 

合計 807人 717人 573人 
 

 NPO 法人古賀市文化協会と連携を強め、イベントや事業の充実を図り

ました。 

■アートバス事業（コーディネーター 協力） 

  ・11/26 福岡市美術館 小中学生 17人参加 

   福岡市美術館・市民ボランティア・学生ボ 

ランティアのコーディネート、中間支援 

 ■文化力向上事業（ゲストティーチャー 協力） 

   学校名・学年・人数 日程 協力内容 

青 柳 小 5年  49人 9/28、29 ・赤星夫妻の絵の出張

展示と「対話型鑑賞」

の進行 

・抽象画作成時の技術

的な指導 

古賀西小 5年  72人 8/23、24 

舞の里小 5年  49人 8/30、31 

古賀北中 美術部 17人 10/7 

     計４校 187人 

・市芸術文化の祭典において展示 

 ■文化芸術振興事業（委託) 

  ・市芸術文化の祭典 芸能 2,627人・芸術 680人来場 

  ・コンサート事業  年 11回、28団体出演、645人来場 

・童謡まつり事業  1,234人出演、2,103 人来場 
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11 
政策 1-3 つながりを深める学ぶ機会の充実  

12 
政策 1-3 つながりを深める学ぶ機会の充実 

施策 1-3-4 郷土愛を育む文化財の保存・活用  施策 1-3-4 郷土愛を育む文化財の保存・活用 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 10 款 2項 5目 文化財調査・研究推進事業費  一般 10款 2項 5目 文化財公開・活用事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

66,449,179円 274ページ 文化課  1,159,759円 276ページ 文化課 

国史跡船原古墳の調査は、引き続き九州歴史資料館と共同研究を進めま

した。また出土品の専門的知識・見解を得るため、専門家を招いての検討

会を行い、今後の報告に向けての貴重な意見を得ることができました。 

また開発等に伴い失われる文化財の記録保存のための発掘調査を青柳

大内田遺跡ほか 4ヶ所で行いました。 

市内の文化財では、「旦ノ原の井戸」の市指定に向けての継続審議を行

いました。 

船原古墳Ⅰ 平成 28 年 3 月刊行 現地での調査最終年度 

船原古墳Ⅱ 平成 31 年 3 月刊行 1 号土坑出土遺物概要報告編 

船原古墳Ⅲ 令和 4 年 3 月刊行 2・3 号土坑、古墳時代以外の遺構について 

船原古墳Ⅳ 令和 6 年 3 月予定 遺構編 

船原古墳Ⅴ 令和 8 年 3 月予定 遺物編 

船原古墳Ⅵ 令和 9 年 3 月予定 分析・総括 

 

 鹿部山開発に伴う発掘調査から 50年を記念する企画展や薦野増時の没

後 400年のパネル展を実施。アンケートから、内容の良さ、文化財や歴

史への関心を高め、理解を深める取組となったことがうかがえました。 

 ■企画展 

 ・「鹿部山発掘 50年」展 

  7/16～8/28 歴史資料館ギャラリー 1,205人来場 

 【内容】鹿部山とその周辺地域の 50年の変容を、歴史的な資料や発掘 

     調査の資料とあわせて紹介。展示品は、皇石神社・宗像高等

学校などからも借用・展示。 

・図録の作成、一般販売  一冊 500円 

 ・自然史・歴史講演会 

「鹿部山遺跡の調査とその時代」 48人参加 

8/7 交流館多目的ホール 

 講師：木村幾多郎氏（元大分市立歴史資料館長） 

 ■特集展示 

・「薦野増時と薦野立花家の人々～増時没後 400 年～」 

    3/1～19  歴史資料館ギャラリー 402人来場 

 【内容】薦野増時とその系譜につらなり黒田藩に仕えた薦野立花家の 

      代表的な人物をパネル解説により紹介。 
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13 
政策 1-3 つながりを深める学ぶ機会の充実  

14 
政策 1-4 人権と多様性の尊重 

施策 1-3-6 学び合いを支える社会教育活動の活性化  施策 1-4-1 すべての人権の尊重 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 10 款 2項 2目 社会教育関連施設管理事業費  一般 3款 1項 7目 人権意識向上事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

84,106,784円 264ページ 生涯学習推進課  10,276,463円 132ページ 人権センター 

リーパスプラザこがの再整備に伴う基本計画策定及び事業可能性業務

に着手しました。 

令和 4年度には、基礎調査や市民アンケート、市民ワークショップ、

サウンディング調査に伴う現地説明会を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民ワークショップの様子 

 

 

 

 

 

 古賀市人権施策基本指針に基づき、市民の理解と共感を得られ、ま

た、市民一人ひとりが自分自身の課題として捉えることができるよう講

演会を開催しました。 

 

「第 42 回古賀市同和問題を考える市民のつどい」                                                                                                    

日時：2022（令和 4）年 7月 2日（土）                                                

講師：辻本 一英（芝原生活文化研究所代表）                                                

参加人数：492名（内オンライン：42名） 

                    

                            

「いのち輝くまち☆こが 2022」                                                        

日時：2022（令和 4）年 12月 4日（日） 

（午前の部） 

講師：ブルボンヌ（女装パフォーマー・ライター） 

参加人数：466名（内オンライン：165名） 

（午後の部） 

二つの分科会と特別講演を実施 

参加人数：378名（オンライン配信なし） 
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15 
政策 1-4 人権と多様性の尊重  

16 
政策 1-4 人権と多様性の尊重 

施策 1-4-2 性別にとらわれない多様な生き方の尊重  施策 1-4-3 ジェンダー平等の実現と男女共同参画の推進 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 3款 1項 7目 性の多様性尊重事業費  一般 3款 1項 9目 男女共同参画推進事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

60,000円 134ページ 人権センター  491,172円 138ページ 人権センター 

誰もが自分らしく生きることができる社会をめざしたパートナーシッ

プ・ファミリーシップ宣誓制度を運用する自治体と「制度の都市間相互利

用に関する協定」を締結し連携強化に努めました。 

協定締結自治体数：6 自治体（令和 5年 3月末時点） 

（令和 4 年度に締結した自治体及び締結日） 

自治体名 締結日 

福岡県・福津市・粕屋町 令和 4年 4月 1日 

鹿児島市 令和 4年 6月 6日 

 

誰もが自分らしく生きることができる社会をめざした取組として、「プ

ライド月間」期間中に啓発を行いました。 

 期 間：令和 4年 6月 1日～6月 30日 

 内 容：市役所庁舎にレインボーフラッグを掲示 

     のぼり旗、横断幕の設置 

     市民ホールに啓発パネルの展示 

 

 

 

 

 女性特有の不安を解消するため、学校や公共施設において生理用品の

無償配布を継続実施しました。 

 

学校施設の設置状況 

 

  
周知ポスター 
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17 
政策 1-4 人権と多様性の尊重  

18 
政策 2-1 地域保健の推進と医療との連携促進 

施策 1-4-4 自分らしく暮らせる多文化共生の推進  施策 2-1-1 人とまちの健康づくりの推進 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 2款 1項 9目 多文化共生推進事業費 
 一般 

介保 

4款 1項 3目 

3款 2項 1目 
健康づくり推進事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

2,724,794円 82ページ まちづくり推進課 
 1,654,277円 

876,346円 

174ページ 

 22ページ 
健康介護課 

分かりやすく生活情報が伝わるよう、やさしい日本語での情報発信を

強化するため、既存のウェブ情報を自動でやさしい日本語に変換できる

「伝えるウェブ」を導入し、市ホームページをやさしい日本語化できる

ようにしました。また、福岡出入国在留管理局の協力のもと、やさしい

日本語の職員向け研修会を実施しました。 

多言語翻訳機を常設した相談窓口を設置し、困りごとに迅速に対応で

きる体制を構築するとともに、外国籍児童の保護者が相談しやすいよう

アウトリーチ型支援として出張相談も実施しました。 

                   

 

 

 

 

 

 

 

古賀市ホームページ          相談窓口チラシ 

  ヘルスアップぷらん（古賀市健康増進計画（第二次）・食育推進計画）

に基づき、子どもから高齢者まで幅広い世代の健康づくりに取り組みま

した。 

 新たに若い世代への減塩に関する取組として、古賀市に婚姻届を提出

された夫婦及びパートナーシップ宣誓をされた方に計量ミニカップ等の

健康啓発物品を交付し、健康意識の向上及び家族単位での健康づくりを

呼びかけました。 

 

 

 

 

 

 

 

  

減塩に対する 

健康啓発物品 

簡単レシピの 

動画配信 

各種健康測定 
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19 
政策 2-1 地域保健の推進と医療との連携促進  

20 
政策 2-2 介護予防と高齢者福祉の推進 

施策 2-1-2 保健の充実と医療連携  施策 2-2-1 みんなで支え合う介護予防の推進 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 4款 1項 4目 感染症対策事業費 
 一般 

介保 

4款 1項 3目 

3款 2項 1目 
保健事業と介護予防の一体的実施事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

461,669,975円 176ページ 健康介護課 
 2,014,454円 

1,584,810円 

176ページ 

 22ページ 
健康介護課 

新型コロナワクチンについて関係機関と連携し、集団接種及び個別医療

機関での接種体制を構築、初回接種（1・2回目接種）及び追加接種（3･4･

5回目接種）、小児・乳幼児接種を実施しました。 

                                                                       

◯接種実績 

・個別医療機関接種（12歳以上 1～5回目）：55,160人 

  内、小児接種（5 歳～11歳 1～4回目）：1,087人 

内、乳幼児接種（生後 6か月～4歳 1～3回目）：135人 

・集団接種（5歳以上 1～5回目）：9,601人 

                        合計 64,761人 

 

 

 

 

 

 

 

 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施における地域担当の専門職

として保健師 1名と管理栄養士 1名を増員しました。 

 新型コロナウイルス感染防止策を講じながら、体成分分析装置や尿中

塩分計等を活用した健康測定を行い、保健事業と介護予防の一体的実施

などの充実を図りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

  

つどいの場での健康測定 

健康講話や健康相談 

フレイル予防のための運動 
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21 
政策 2-2 介護予防と高齢者福祉の推進  

22 
政策 2-3 障がい者福祉の推進 

施策 2-2-2 最後まで尊厳のある暮らしを続けるための支援の充実  施策 2-3-1 地域で安心して生活するための支援の充実 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

介保 
3款 3項 1目 

3款 3項 2目 
認知症総合支援事業費 

 
一般 3款 1項 5目 障がい者生活支援事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

1,489,782円 

411,573円 

28ページ 

30ページ 
福祉課 

 
1,693,370,915円 126ページ 福祉課 

認知症高齢者やその家族ができる限り住み慣れた地域で暮らし続ける

ことができるまちをめざして、認知症の理解促進を推進するため、各種

事業に取り組みました。 

 特に中学生向けの認知症サポーター養成講座は、VR機器を活用した認

知症 VR 体験会を実施し、認知症の人が見える世界を体験することで自分

事として捉える機会となりました。 

 

●認知症フレンドリー講座（VR体験会） 

 

 

 障がいのある人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らすことが

できるよう、障がい福祉サービスや補装具、日常生活用具の給付を行いま

した。 

在宅で人工呼吸器を使用している障がい者、障がい児、難病患者などが

災害時の停電でも命を守り、安心して生活できるよう、非常用電源を日常

生活用具の対象用具として追加し、助成を開始しました。 

 

 

 

 

 

  

地域生活支援事業 

・日常生活用具給付事業 

・移動支援事業 

・日中一時支援事業 

・訪問入浴サービス 等 

「非常用電源」を 

対象用具に追加！ 

対象：人工呼吸器を 

      使用されている方 
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23 
政策 2-4 地域福祉の推進と包括的支援の充実  

24 
政策 2-4 地域福祉の推進と包括的支援の充実 

2-4-1 困ったときに頼り合える地域福祉の推進  2-4-1 困ったときに頼り合える地域福祉の推進 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 3款 1項 1目 地域福祉包括的支援事業費  一般 2款 1項 1目 恒久平和希求事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

187,200円 112ページ 健康介護課  30,000円 54ページ 総務課 

がん治療に伴う心理的負担を軽減するとともに社会参加を促進し、療

養生活の質を向上するため、医療用ウィッグや胸部の補整パッドなどの

購入費を助成しました。 

 

 

○令和 4年度アピアランスケア推進事業 補助件数 

区分 補助件数 

① 医療用ウィッグ等 

（医療用ウィッグ、装着用ネット、毛付き帽子） 
6 

② 補整具等 

（補整パッド、補整下着ほか） 
8 

計 14 

 

 

 

 

 

 

 恒久平和に向けた取組として、原爆投下日、終戦記念日に合わせた黙と

うの呼びかけ並びに「原爆の絵」展をリーパスプラザこがにて開催し、市

民への周知啓発を図りました。 
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25 
政策 2-4 地域福祉の推進と包括的支援の充実  

26 
政策 2-4 地域福祉の推進と包括的支援の充実 

2-4-1 困ったときに頼り合える地域福祉の推進  2-4-1 困ったときに頼り合える地域福祉の推進 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 3款 1項 1目 物価高騰対策等生活支援事業費  一般 3款 1項 1目 物価高騰対策等生活支援事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

35,262,931円 118ページ 健康介護課  33,759,930円 118ページ 青少年育成課 

急激な物価高騰と年金の支給額引き下げの影響を受ける 65歳以上の高

齢者に対し、お米とごみ袋を配付し、経済的負担を軽減しました。 

 

配付数（配付率） 

15,826 人（96.1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 物価高騰により影響を受けている子育て世帯への支援策として、0歳か

ら高校生の年代までを対象に、3,000円の図書カードを配付しました。 

 対象者は令和 4年 10月 31日時点で古賀市に住民登録がある、平成 16

年 4月 2日以降に生まれた人とし、古賀市立小中学校に通学している場

合は、古賀市外に住民登録がある人も対象者としました。 

 

 （図書カード配付枚数） 

区分 配付枚数 

未就学児 3,277枚 

小学生 3,615枚 

中学生 1,811枚 

高校生等 1,676枚 

合計 10,379枚 

配付率 99.9% 
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27 
政策 2-4 地域福祉の推進と包括的支援の充実  

28 
政策 2-4 地域福祉の推進と包括的支援の充実 

2-4-1 困ったときに頼り合える地域福祉の推進  2-4-1 困ったときに頼り合える地域福祉の推進 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 3款 1項 1目 物価高騰対策等生活支援事業費  一般 3款 1項 1目 物価高騰対策等生活支援事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

292,485,446円 116ページ 福祉課  56,422,523円 116ページ 総務課 

電力・ガス・食料品等の高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影

響が大きい住民税非課税世帯等に対し、その生活を支援し、もって世帯

の生活の安定に資する観点から、緊急支援給付金を支給しました。 

 

○電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金（5万円/世帯） 

支給実績 

非課税世帯 

対象世帯数（未申告者等含む） 支給済数 

6,171世帯 5,433世帯 

家計急変世帯 

申請世帯数 支給済数 

69世帯 59世帯 

 

 

 

 

 新型コロナウイルス感染症流行下で燃料費及び物価高騰に直面する住

民税均等割のみ課税世帯を支援するため、電力・ガス・食料品等価格高

騰緊急支援給付金を支給しました。 

 

○電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金（均等割のみ課税世

帯）（5万円/世帯） 

支給実績 

対象世帯数 支給済数 

1,074世帯 1,034世帯 
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29 
政策 2-4 地域福祉の推進と包括的支援の充実  

30 
政策 3-1 商工業・観光の活性化 

施策 2-4-2 自立支援の推進と包括的支援の充実  施策 3-1-1 活気とにぎわいを創り出す商工業の活性化 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 3款 1項 1目 包括的自立支援事業費 
 

一般 
2款 1項 9目 

7款 1項 2目 
商工業活性化推進事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

262,853,395円 114ページ 福祉課 
 495,828,830円 

79,062,180円 

 82ページ 

210ページ 
商工政策課 

生活の困りごとや不安を抱えている人に対し、各種支援員が寄り添い 

ながら生活困窮状態から自立に向けた支援を行いました。 

 特に、子どもの貧困対策として、支援を行うことで貧困の連鎖を断ち切

ることができるよう、子育て世帯に対応する相談支援員を新たに配置し、

寄り添った支援を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・JR古賀駅西口エリアに新たな食の交流拠点として、まちの食交場「るるるる」が

整備されました。これにより、ニーズの高い「食」をはじめ、魅力ある店舗が入居

でき、多様な人材が交流できる場が創出されました。また、空き店舗改修補助によ

り、旧理髪店を書店へリノベーションする支援をしました。 

・福岡県東京事務所と連携して、麹町なだ万福岡別邸にて古賀市ゆかりのアーティ

ストとトークセッションを行うイベントや「古賀市フェア」を開催し、市の魅力あ

る特産品の PRを実施しました。 

・キャッシュレス決済の普及を推進し消費喚起を図るため、商工会による古賀市キ

ャッシュレス商品券（こが pay）2億円（プレミアム率 20%）の発行を支援しまし

た。 

・西日本高速道路株式会社及び西日本高速道路サービス・ホールディングス株式会

社と連携し、九州自動車道古賀サービスエリア（上り線）に高速道路サービスエリ

アでは全国で初めて「ふるさと納税自販機」を設置しました。 

 

 

 

まちの食交場「るるるる」       ふるさと納税自販機 

  

世
帯
の
自
立 

・面接相談、支援
プランの作成によ
り、相談者の自立
に向けた相談支援
の実施 
・主に子育て世帯
を支援する相談支
援員を配置し、子
どもの貧困対策を
実施 

子どもの
貧困対策 
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31 
政策 3-1 商工業・観光の活性化  

32 
政策 3-1 商工業・観光の活性化 

施策 3-1-2 企業立地の促進と新たな雇用の創出  施策 3-1-2 企業立地の促進と新たな雇用の創出 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 7款 1項 2目 企業立地促進事業費  一般 2款 1項 6目 インキュベーション促進事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

1,111,652円 212ページ 商工政策課  76,913,491円 76ページ 経営戦略課 

新原高木地区の開発において必要となる農村地域産業導入実施計画書

に対する福岡県の同意を得るべく、県の関係部署や地元関係者と継続的に

協議を行いました。 

また、新規立地企業における古賀市民の雇用を促進するため、雇用奨励

金を交付しました。（実績：2社 7名） 

 

 

 

 

 インキュベーション施設「快生館」の運営を継続することで、新たな

働き方の推進やサテライトオフィス等の誘致を促進するとともに、運営

企業や進出企業などの多くの主体と連携し、地域課題解決をテーマにし

た実証事業やワーケーションプログラム、企業合宿、起業家育成のため

のセミナー開催、多様な人材のネットワーク形成、情報発信の強化など

に取り組むことで、進出企業の定着や地域活性化を図りました。 

 

 令和 3年度末 令和 4年度末 

快生館入居企業等数 4 9 

 

 

 

 

 

 

 

「快生館」におけるワーケーションやセミナーの開催風景 
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33 
政策 3-1 商工業・観光の活性化  

34 
政策 3-2 農林業の振興 

施策 3-1-3 魅力あふれる観光の活性化  施策 3-2-2 持続可能な農業経営の推進 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 7款 1項 3目 観光資源強化推進事業費  一般 6款 1項 3目 農業者経営安定支援事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

1,252,543円 214ページ 商工政策課  44,590,315円 196ページ 農林振興課 

地域おこし協力隊の活動を通じて、市内にある観光資源を PRするため、

Instagram「よかろ、古賀」で、動画や写真を使って情報発信をしました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 農業体験をエンターテインメントとして提供する観光農園の開設を支

援するプロジェクトを立ち上げ、クラウドファンディングを通じて必要な

資金を確保することができました。 

寄附額：3,583,000円（3プロジェクト：薦野、薬王寺、新原） 

   

「農村加工所まんま実～や」などで培われた農産加工技術を継承し、新

たな加工品開発に取り組むため、地域おこし協力隊員を 1 名任用しまし

た。 

   
園芸農業施設の整備補助を 1 名に行い、高収益農産物の生産拡大に向

けた支援を行いました。 補助額：746,000円 

 

 

 

  

〇フォロワー：約 1,000人（R5.3末時点）  

〇記事投稿数：117件 

〇ストーリーズ投稿数：327件 

〇インプレッション：48,617回 

〇リーチ：46,828人 

〇スタンプ：516 回 
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35 
政策 4-1 良好な都市環境の形成  

36 
政策 4-1 良好な都市環境の形成 

施策 4-1-1 地域特性に応じた土地利用の推進  施策 4-1-1 地域特性に応じた土地利用の推進 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 8款 4項 1目 古賀駅周辺整備事業費  一般 8款 2項 3目 千鳥駅東口周辺整備事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

39,423,412円 226ページ 古賀駅周辺開発推進課  139,758,373円 222ページ 建設課 

今まで策定した上位計画に基づき、「ガイドライン策定会議」や「市民

ワークショップ」を開催し、まちの将来像や空間形成の方針、具体的な空

間デザインのあり方、それらを実現するためのルールを示すことを目的と

した「JR古賀駅東口周辺地区まちづくりガイドライン」を策定しました。 

 

 

 

 

 

 JR千鳥駅東口のアクセス機能を強化するため、県や警察等関係機関と

協議を行い駅前広場及び前面道路（浜山 1号線）の詳細設計を実施する

とともに用地（2,075.47㎡）を取得しました。 

今後のスケジュール 

・令和 5年度 浜山 1号線道路改良工事 

・令和 6年度 駅前広場整備工事 

・令和 7年度 供用開始予定 

 

 

  

浜山 1号線計画平面図 

 JR千鳥駅 

← 至県道筑紫野古賀線 

↓ 至国道３号 
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37 
政策 4-1 良好な都市環境の形成  

38 
政策 4-1 良好な都市環境の形成 

施策 4-1-3 快適な道路網の整備  施策 4-1-4 安全・安心な水道サービスの持続 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 8款 2項 3目 道路改良事業費  水道  水道事業経営管理事務費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

248,640,494円 222ページ 建設課    上下水道課 

西鉄宮地岳線跡地の中川区と花見南区において道路詳細設計を実施す

るとともに、中川区の一部の整備が完了しました（工事延長 L=169ｍ）。 

 

 

 

 

 

 

 上下水道課にセミセルフレジを導入しました。職員の窓口業務負担軽

減と確実な現金収納が実現でき、さらに非接触による感染症対策もでき

ました。 

 市民にとっても、窓口の時間が短縮され、また確実な現金の授受や感

染症対策ができるため、利便性が向上しました。 

 

〇セミセルフレジ導入費 2,739,000円（税込） 

 

 

 

  

整備された道路と速度抑制のために設置した狭さくの状況 
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39 
政策 4-1 良好な都市環境の形成  

40 
政策 4-1 良好な都市環境の形成 

施策 4-1-4 安全・安心な水道サービスの持続  施策 4-1-4 安全・安心な水道サービスの持続 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

水道  配水管管理事業費  水道  水源・取水施設管理事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

  上下水道課    上下水道課 

令和 4年度管路更新延長：2,268.6m 

 H30 H31 R2 R3 R4 

更新延長 1,323.2m 2,215.3m 3,455.7m 3,018.8m 2,268.6m 

更新率 0.70% 1.07% 1.93% 1.46% 1.09% 

老朽化率 18.50% 21.43% 22.74% 24.44% 24.98% 

有収率 98.48% 98.97% 97.48% 97.75% 98.43% 

配水管については老朽化率が増加傾向であるのに対し、有収率は高い値

を推移しています。 

これは老朽管の状態を調査、分

析し更新管路の優先順位を定め

事業を推進している成果です。 

急激な更新事業費用の増加は

水道事業の経営安定化に影響を

及ぼす可能性があるため、費用の

平準化を視野に入れ事業計画の

策定を行います。 

 

 

 

 配水量ならび各水源(1日当たり)                 (単位：㎥) 

 H30 H31 R2 R3 R4 

総配水量 12,175 12,117 12,493 12,487 12,314 

 ＜内訳＞      

自己水源 3,287 3,465 3,111 2,943 1,884 

他団体 8,888 8,652 9,382 9,544 10,430 

水源管理について、自己水源能力(最大 4,400 ㎥/日)に対し令和 4年度

の 取水実績は 1,884㎥/日(能力比 42.8%)であり、近年は減少傾向とな

っています。古賀ダムの貯水量減に伴う取水制限が要因です。 

 自己水源の不足分を他団体(福岡地区水道企業団、北九州市)から賄う

ことにより安定した水量を確保することができました。 
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41 
政策 4-1 良好な都市環境の形成  

42 
政策 4-1 良好な都市環境の形成 

施策 4-1-5 下水道の整備と経営基盤の強化  施策 4-1-5 下水道の整備と経営基盤の強化 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

下水  下水道事業経営改善推進事業費  下水  下水道施設管理事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

  上下水道課    上下水道課 

経営基盤の強化を図るため、消費税申告に関する研修の受講、公認会

計士へ相談業務等の委託、決算統計の作成や経営分析などを実施しまし

た。 

 また、下水道事業の啓発促進に向けて、令和 5年 3月に茨城県古河市

へ訪問し、下水道事業の経営などについて意見交換を行いました。 

 

 

茨城県古河市のカラーデザインマンホール 

 下水道施設の老朽化対策として、ポンプ場では千鳥中継ポンプ場機械

設備更新工事を実施し、古賀水再生センターでは機械設備更新工事など

を実施しました。 

 また、古賀市雨水管理総合計画を策定し、公共下水道処理区域内のリ

スク評価を行いました。このリスク評価に基づき、段階的整備を実施す

るとともに、令和 5年度に策定する内水浸水想定区域図を踏まえ、防災

担当部署と更なる連携を図ります。 

 

 

更新工事を実施した古賀水再生センターの気泡用水ポンプ 
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43 
政策 4-2 持続可能な公共交通の実現  

44 
政策 4-3 命と暮らしを守る対策の推進 

施策 4-2-1 持続可能な公共交通ネットワークの確立  施策 4-3-2 命を守る防災・危機管理の推進 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 2款 1項 1目 公共交通維持・確保事業費  一般 9款 1項 2目 防災体制強化事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

120,336,284円 54ページ 経営戦略課  56,141,437円 236ページ 総務課 

古賀市地域公共交通網形成計画の基本方針に基づき、公共交通ネットワ

ークを維持・確保するため、西鉄バス古賀市内線の運行継続及び地域移動

サポートの支援やコガバスの運行、70 歳おでかけバス事業を継続すると

ともに、令和 4年 10 月から花鶴丘・日吉台・美明をエリアとして、新た

な交通サービスとなる AI オンデマンドバス「のるーと古賀」の運行を開

始しました。また、コロナ禍における地域公共交通事業者への支援を行い

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

               AIオンデマンドバス「のるーと古賀」 

 

 

 

 

 「指定緊急避難場所としての使用に関する協定」を締結した自主防災

組織に対して、緊急避難場所を開設する際、必要となる備品等の購入費

補助制度を整備しました。 

市消防団員の年額及び出動報酬の支給額を引き上げました。 

 年額報酬(団員) 訓練等 災害 4h未満 災害 4h以上 

改正前 28,000円 3,000円 3,000円 3,000円 

改正後 36,500円 3,000円 4,000円 8,000円 

引上げ額 8,500円 0円 1,000円 5,000円 

 

市消防団員が災害活動等で使用した自家用車等に生じた損害を補償す

る保険に加入しました。 
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45 
政策 4-3 命と暮らしを守る対策の推進  

46 
政策 4-4 環境の保全と継承 

施策 4-3-2 命を守る防災・危機管理の推進  施策 4-4-2 資源を有効に活用する循環型社会の形成 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 9款 1項 3目 防災力強化事業費  一般 4款 2項 3目 し尿処理事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

10,229,756円 238ページ 総務課  1,391,565,899円 188ページ 環境課 

在住外国人の増加を踏まえ、防災メールを多言語化し、英語、中国

語、韓国語、ベトナム語、やさしい日本語での発信を可能にし、22件の

多言語メールを発信しました。 

 

 

 

 

 汚泥再生処理センター海津木苑（仮称）建設工事については、施工業

者及び工事監理業者と全体会議を毎月行い、工事を円滑に進めることが

できました。 

♦令和 4年度の主な工事実績    

4月 掘削工事   10月 矢板引抜撤去 

5月 切梁撤去   11月 2Ｆ基礎工事 

6月 地下水槽工事   12月 ＢＦ塗装工事 

7月 水張試験    1月 槽内防食工事 

8月 埋め戻し    2月 ＢＦ機器据付工事 

9月 地下配管工事    3月 槽内防食塗装工事 

 

 

進捗率《2023年 3月 31日現在》：61% 

  

2022年 4月 18日 2023年 3月 18日 
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47 
政策 4-4 環境の保全と継承  

48 
政策 4-4 環境の保全と継承 

施策 4-4-3 環境と人と動物のよりよい関係を築く動物愛護の推進  施策 4-4-5 私たちにできる地球温暖化の防止 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 4款 1項 2目 人と動物との共生社会推進事業費  一般 4款 1項 2目 地球温暖化防止対策推進事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

2,112,553円 170ページ 環境課  73,028円 172ページ 環境課 

ワンヘルスの理念に基づく取組を推進していくため、令和 5 年 3 月 18

日、「古賀市ワンヘルス推進宣言」を表明しました。また、ワンヘルス講

座を開催し、参加した市民にワンヘルスの取組や趣旨について、啓発を行

いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3年度クラウドファンディングの寄附金を活用し、地域猫活動団

体補助金を拡充することで、地域猫活動支援の充実を図りました。 

 

 

 イベント会場や地域の公民館などで「うちエコ診断会」を開催し、市民

の省エネルギー意識の向上を図るとともに、家庭から排出される温室効果

ガス削減に向けた行動を促進しました（受診者数 123人）。 

 地域脱炭素ロードマップの取組（先行地域の検討等）については、研

究調査を進め、令和 5年度に想定エリアの再生可能エネルギー導入可能

性調査を実施することとしました。 

 市域のゼロカーボンの実現に向けて、今後 10年間の施策・取組等を定

める、第 2次地球温暖化対策実行計画の策定に着手しました（令和 4・5

年度で策定）。 
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49 
政策 4-4 環境の保全と継承  

50 
政策 5-1 基本構想の推進 

施策 4-4-6 「環」をつなぐ環境教育の推進  施策 5-1-1 みんなでつながる地域づくりの推進 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 4款 1項 2目 環境教育推進事業費  一般 2款 1項 9目 コミュニティ活動推進事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

352,832円 172ページ 環境課  90,830,315円 86ページ まちづくり推進課 

市民の学び合いや環境教育の機会の拡大を図るため、環境人材バンク制

度を活用して、小学校（4 件）環境市民講座（1 件）に環境アドバイザー

を派遣しました。 

持続可能な社会づくりの担い手を育成するため、市民（親子）を対象に

地球温暖化対策、資源循環など、さまざまな環境課題について学ぶ環境市

民講座を開催しました（のべ参加者数 153人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日頃から環境活動に取り組む、市民・団体・学校・企業などのさまざま

な主体が世代と分野を超えて交流する「第 1回 KOGA 環境活動じまん」を

開催しました（参加者：11団体 100人）。 

 地域コミュニティが抱える課題（活動のマンネリ化や後継者不足等）や

活性化について話し合う場に、地域づくりの専門アドバイザーを派遣する

とともに、市職員も参加する地域づくりサポート制度により、課題の共有

や解決に取り組みました。また、公益的な市民活動を行う 5 団体に対し

て、コミュニティ活動補助金を交付し、組織の自主的・主体的な取組に対

し、財政的支援を行い、市民活動団体の活性化に取り組みました。 

【地域づくりサポート制度】 

〇庄北区：「庄北区のこれからをみんなで考えるワークショップ」 

〇小野校区運営協議会：「ホームページリニューアル 

～今後の情報発信を考えるワークショップ～」 

 

 

 

 

 

 

 

【コミュニティ活動補助金】 

 〇コミュニティ活動補助金交付実績：5団体  

  

小野校区運営協議会の様子 庄北区の様子 

≪ワークショップの様子≫ 
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51 
政策 5-1 基本構想の推進  

52 
政策 5-1 基本構想の推進 

施策 5-1-2 積極的な情報発信・情報共有とシティプロモーションの推進  施策 5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財政運営 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 2款 1項 6目 シティプロモーション推進事業費  一般 2款 1項 1目 行政庶務事務費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

6,619,488円 78ページ 経営戦略課  4,980,025円 60ページ 総務課 

市の知名度向上及び地域イメージの確立、古賀市ブランドの創出・育

成に戦略的に取り組むため、市公式 YouTubeや Instagramの定期配信を

行いました。また、J1で活躍するアビスパ福岡のフレンドリータウンと

して、古賀市応援デーの取組により市内外に対してシティプロモーショ

ンを推進しました。 

 

区分 令和 4年度投稿数 

市公式 Youtube 21 

市公式 Instagram 

フィード 51 

リール 35 

ストーリー 339 

 

 

 

 

 

 

 

アビスパ福岡「古賀市応援デー」 令和 4年 9月 17日 

 名誉市民である中村哲氏の顕彰のあり方を考えるため、無作為抽出に

より選ばれた市民による市民討議会を開催しました。2日間で 28人の参

加があり、市民の率直な意見を聴取することができました。 
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53 
政策 5-1 基本構想の推進  

54 
政策 5-1 基本構想の推進 

施策 5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財政運営  施策 5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財政運営 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 10 款 2項 1目 公共施設等管理事業費  一般 2款 1項 1目 デジタル化推進事業費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

11,824,561円 264ページ 生涯学習推進課  6,034,580円 60ページ デジタル推進課 

公共施設予約システムを更改し、システムでの仮予約や施設利用料のク

レジット決済が可能となったことで、利用者の利便性が向上しました。 

 

公共施設予約システムの対象施設 

区分 施設 

リーパスプラザこが 

交流館 

中央公民館（大ホール、大会議室ほか） 

歴史資料館（中会議室） 

スポーツ施設 

市民体育館 

市民グラウンド 

武道館 

久保テニスコート 

勤労者テニスコート 

小中学校体育館、グラウンド 

中学校テニスコート 

中学校武道場 

中学校野球場 

 

 

 令和 3年度に導入した RPA（Robotic Process Automation：定型業務

の自動化）や Webアンケートシステムについて、利用事務を拡げ、業務

効率の向上を図りました。 

 

 

 

 R3 R4 

RPAシナリオ数 

RPA適用業務数 

4 

2 

6(10) 

5 (7) 

Webアンケート作成数 13 50 

※RPAの()は、前年度までに作成したシナリオを継続利用しているため累積数を表示 

 

「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」をめざして、「スマ

ホおたすけ窓口」を庁舎内に設置し、多くの方に利用していただきまし

た。 

（延べ参加人数： 307人） 
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55 
政策 5-1 基本構想の推進  

56 
政策 5-1 基本構想の推進 

施策 5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財政運営  施策 5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財政運営 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 10 款 3項 1目 スポーツ施策推進事務費  一般 3款 1項 1目 人権施策推進事務費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

12,238,647円 282ページ 生涯学習推進課  933,458円 108ページ 人権センター 

スポーツ協会と連携し、令和 4年度より新たにスポーツ月間と定めた

10月中に様々なスポーツや運動体験を実施しました。また、Vリーグ入

りをめざす女子バレーボールチーム福岡ギラソールとフレンドリータウ

ンに関する協定を締結しました。 

 

10月のスポーツ月間の取組 

実施日 取組内容 

10/1 市民スポーツ研修会 

10/16 市民健康スポーツの日 

10/22 ビーチバレーボール大会 

10/23 

パラスポーツ体験会 

（車いすバドミントン、車いすテニス、 

ブラインドサッカー等） 

 

 

 

 

 

 

 古賀市人権施策基本指針、第３次古賀市男女共同参画計画に基づき策定

した計画の事業効果向上を図るため、審議会を開催しました。 

 

「古賀市人権施策審議会」の開催                                                                   

第 1回  

日時：2022（令和 4）年 7月 4日（月）                                    

内容：人権施策基本指針に基づく実施計画についての諮問            

第 2回 

＊書面会議（新型コロナウイルス感染急増のため） 

内容：人権施策基本指針に基づく実施計画についての答申書                                           

 

「古賀市男女共同参画審議会」の開催 

第 1回  

日時：2022（令和 4）年 5月 30日（月） 

内容：男女共同参画「一行詩（標語）」及び「輝き KOGAびと」最終選考 
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57 
政策 5-1 基本構想の推進  

58 
政策 5-1 基本構想の推進 

施策 5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財政運営  施策 5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財政運営 

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

介保 1款 4項 1目 高齢者施策推進事務費  一般 4款 1項 2目 環境施策推進事務費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

3,431,000円 14ページ 健康介護課  19,599,370円 168ページ 環境課 

次期介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画の策定に向けて、高齢者

の心身の状態や日常生活の状況、ニーズをつかむための調査を実施しま

した。 

 

 

 
介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 
在宅介護実態調査 

調査対象者 

令和 4（2022）年 9 月末時

点における 65歳以上で、要介

護認定（要介護 1～要介護 5）

を受けていない人 

令和 4（2022）年 9月末

時点における要介護認定

者（要支援認定者、事業対

象者は含まない）で、介護

保険施設やグループホー

ムなど施設系サービスを

利用していない人 

調査方法 郵送による配布・回収 郵送による配布・回収 

標本数 4,080 件 1,052 件 

有効回答数 

（回答率） 

2,769 件 

（67.9%） 

 569 件 

（54.1%） 
 

 第 3 次環境基本計画、第 2次地球温暖化対策実行計画及び、第 3次ご

み処理基本計画の策定に着手しました。令和 4年度は、基礎調査、市

民・事業者アンケートを実施し、下記のとおり環境審議会で審議を行い

ました。 

 

 

 

  

第５０回古賀市環境審議会
（令和４年８月５日開催）

・第3次古賀市環境基本計画（※）および第3次古賀市ごみ処理
　基本計画の策定について古賀市長より諮問
・第３次古賀市環境基本計画（※）および第3次古賀市ごみ処理
　基本計画の策定について協議
　⑴計画策定までの流れについて
　⑵部会の設置について
　⑶市民・事業者アンケート調査について
　※第２次古賀市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）含む

第５１回古賀市環境審議会
（令和４年１１月１８日開催）

　⑴市民・事業者アンケート調査について
　⑵市民ワークショップについて
　⑶部会の設置について
　⑷令和4年度版古賀市環境報告書（案）について

第１回ごみ処理基本計画
策定検討専門部会
（令和５年３月３１日開催）

　⑴第３次古賀市ごみ処理基本計画の策定について
　⑵市民アンケート調査結果について
　⑶事業者アンケート調査結果について
　⑷ごみ処理実績（進捗指標の推移等）
　⑸ごみ組成調査の結果について

内　容
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59 
政策 5-1 基本構想の推進  

60 
 

施策 5-1-3 市民から信頼される持続可能な行財政運営  

会計 款項目 事業費名称  会計 款項目 事業費名称 

一般 2款 1項 6目 総合政策推進事務費  一般 1款 1項 1目 議会運営事務費 

大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課  大事業に係る決算額 決算に関する資料 担当課 

19,750,553円 74ページ 経営戦略課  50,470,100円 50ページ 議会事務局 

第 5 次古賀市総合計画等を対象とした総合政策検証会議による外部検

証を開始し、併せて庁内における行政マネジメントシステムの再構築に

よる効果的な PDCAサイクルの確立を図るとともに、今後の政策形成のた

めの市民意識調査を行いました。また、地域における課題が複合化する

なか、新たなまちづくりの担い手を発掘するため、共創まちづくり推進

委託によるワークショップとリビングラボを実施しました。さらに、行

政手続の利便性向上のための市公式 LINEアカウントの創設や、主権者教

育のための 1日市長体験を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      1日市長体験 

 

リビングラボ開催案内 

 議会の ICT化を推進していくために、タブレットを全議員に 1台ずつ

配付してシステムを導入し、議案や委員会資料等のペーパーレス化に向

けた取組を進めています。併せて、ビジネスチャットツールを活用する

ことにより、議員と事務局間の事務連絡や情報共有を迅速かつ効率的に

行うことが可能となり、業務改善につながっています。 
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新型コロナウイルス感染症関連 

主な事業の実績 
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対象事業一覧 

番号 ページ 会計 款 項 目 事業費名称 事業名 担当課 
決算に関する 

資料 

1 49 一般 1 1 1 議会運営事務費 ペーパーレス推進事業 議会事務局  50 

2 49 一般 2 1 1 公共交通維持・確保事業費 公共交通事業者事業継続支援事業 経営戦略課  54 

3 49 一般 2 1 1 公共交通維持・確保事業費 AI オンデマンドバス運行事業 経営戦略課  54 

4 49 一般 2 1 1 公共交通利便増進事業費 公共交通利用促進事業 経営戦略課  56 

5 50 一般 2 1 1 デジタル化推進事業費 スマート自治体推進事業 デジタル推進課  60 

6 50 一般 2 1 1 デジタル化推進事業費 スマホ相談窓口事業 デジタル推進課  60 

7 50 一般 2 1 5 契約等管理事務費 電子入札運用事業 管財課  74 

8 50 一般 2 1 6 総合政策推進事務費 SNS情報発信等事業 経営戦略課  74 

9 51 一般 2 1 6 インキュベーション促進事業費 インキュベーション促進事業 経営戦略課  76 

10 51 一般 2 1 6 移住定住促進事業費 移住体験促進事業 経営戦略課  78 

11 51 一般 2 1 8 電子情報管理事務費 情報システム管理事務 デジタル推進課  78 

12 51 一般 2 2 2 税賦課事務費 非接触型証明書発行事業 市税課  88 

13 52 一般 2 2 2 税賦課事務費 確定申告感染拡大防止事業 市税課  88 

14 52 一般 2 2 2 収納管理事務費 非接触型納税促進事業 収納管理課  92 

15 52 一般 2 3 1 住民情報管理事務費 非接触型証明書発行事業 市民国保課  94 

16 52 一般 3 1 1 包括的自立支援事業費 生活困窮者自立相談支援事業 福祉課 114 

17 53 一般 3 1 1 包括的自立支援事業費 生活困窮者家計改善支援事業 福祉課 114 

18 53 一般 3 1 1 包括的自立支援事業費 生活困窮者臨時的支援事業 福祉課 114 

19 53 一般 3 1 1 包括的自立支援事業費 生活困窮者住居確保給付金事業 福祉課 114 

20 53 一般 3 1 1 包括的自立支援事業費 生活困窮者就労準備支援事業 福祉課 114 

21 54 一般 3 1 1 包括的自立支援事業費 住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業 福祉課 114 

22 54 一般 3 1 1 物価高騰対策等生活支援事業費 物価高騰対策等生活支援事業 総務課 116 

23 54 一般 3 1 1 物価高騰対策等生活支援事業費 物価高騰対策等生活支援事業 福祉課 116 

24 55 一般 3 1 1 物価高騰対策等生活支援事業費 物価高騰対策等生活支援事業 健康介護課 118 
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対象事業一覧 

番号 ページ 会計 款 項 目 事業費名称 事業名 担当課 
決算に関する 

資料 

25 55 一般 3 1 1 物価高騰対策等生活支援事業費 物価高騰対策等生活支援事業 青少年育成課 118 

26 55 一般 3 1 3 介護サービス提供事業費 介護サービス事業者支援事業 健康介護課 124 

27 55 一般 3 1 5 障がい者生活支援事業費 障がい福祉サービス事業者支援事業 福祉課 126 

28 56 一般 3 1 7 人権意識向上事業費 人権啓発事業 人権センター 132 

29 56 一般 3 2 2 幼児教育・保育提供事業費 家庭保育支援事業 子育て支援課 142 

30 56 一般 3 2 2 幼児教育・保育提供事業費 保育所等感染症対策支援事業 子育て支援課 142 

31 56 一般 3 2 2 幼児教育・保育提供事業費 保育所等給食材料費補助事業 子育て支援課 142 

32 57 一般 3 2 2 幼児教育・保育提供事業費 保育所等事業者支援事業 子育て支援課 142 

33 57 一般 3 2 2 幼児教育・保育提供事業費 保育所等 ICT化推進事業 子育て支援課 142 

34 57 一般 3 2 3 子育て世帯経済的支援事業費 子育て世帯臨時給付金事業 子育て支援課 150 

35 58 一般 3 2 4 妊娠・出産・乳幼児期支援事業費 子どもの誕生お祝い事業 子育て支援課 156 

36 58 一般 3 2 4 妊娠・出産・乳幼児期支援事業費 出産・子育て応援事業 子育て支援課 156 

37 58 一般 4 1 4 感染症対策事業費 新型コロナウイルス感染症対策事業 福祉課 176 

38 58 一般 4 1 4 感染症対策事業費 高齢者インフルエンザ予防接種事業 健康介護課 176 

39 59 一般 4 1 4 感染症対策事業費 新型コロナウイルス感染症対策事業 健康介護課 176 

40 59 一般 5 1 1 職業紹介事業費 職業紹介事業 商工政策課 192 

41 59 一般 6 1 3 農業者経営安定支援事業費 価格高騰対策農業者支援事業 農林振興課 196 

42 59 一般 7 1 2 商工業活性化推進事業費 古賀駅西口エリアマネジメント支援事業 商工政策課 210 

43 60 一般 7 1 2 商工業活性化推進事業費 特産品 PR活動支援事業 商工政策課 210 

44 60 一般 7 1 2 商工業活性化推進事業費 食の祭典事業 商工政策課 210 

45 60 一般 7 1 2 商工業活性化推進事業費 まつり古賀事業 商工政策課 210 

46 60 一般 7 1 2 商工業活性化推進事業費 消費喚起促進事業 商工政策課 210 

47 61 一般 7 1 2 経営支援事業費 事業者支援事業 商工政策課 212 

48 61 一般 7 1 3 観光客誘致促進事業費 観光協会補助事業 商工政策課 214 
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対象事業一覧 

番号 ページ 会計 款 項 目 事業費名称 事業名 担当課 
決算に関する 

資料 

49 61 一般 8 4 2 公園管理事業費 公園管理センタートイレ改修事業 都市整備課 228 

50 62 一般 10 1 3 修学支援事業費 就学援助事業 学校教育課 246 

51 62 一般 10 1 3 学力・体力向上推進事業費 ICT教育推進事業 学校教育課 246 

52 62 一般 10 2 1 公共施設等管理事業費 公共施設予約システム更改事業 生涯学習推進課 264 

53 62 一般 10 2 4 図書館運営事業費 電子図書館サービス事業 文化課 270 

54 63 一般 10 3 3 給食センター管理運営事業費 小中学校給食材料費補助事業 学校給食センター 288 
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●（一般会計）1款 1項 1目 議会運営事務費 決算に関する資料 50ページ 

1 

事 業 名 ペーパーレス推進事業 事業費 3,155,636円 担当課 議会事務局 

事業概要 議会にタブレットを導入し活用することで、ペーパーレス化に向けた取り組みを推進しました。 

実績･成果 タブレットを導入し、全議員へ 1台ずつ配付することで、議会の ICT化に向けての環境を整えました。 

 

●（一般会計）2款 1項 1目 公共交通維持・確保事業費 決算に関する資料 54ページ 

2 

事 業 名 公共交通事業者事業継続支援事業 事業費 9,900,000円 担当課 経営戦略課 

事業概要 
新型コロナウイルス感染症の影響、燃料費の高騰等により厳しい経営状況にあるタクシー事業者に対し、公共交通事業者事業継続支援

金を支給しました。 

実績･成果 
支援タクシー台数：79台（法人：2社、個人：21人） 

支援金の支給により公共交通事業者の事業継続につながりました。 

 

●（一般会計）2款 1項 1目 公共交通維持・確保事業費 決算に関する資料 54ページ 

3 

事 業 名 AIオンデマンドバス運行事業 事業費 55,200,396円 担当課 経営戦略課 

事業概要 
より的確かつ効率的な交通サービス提供のため、花鶴丘・日吉台・美明をエリアとして AI オンデマンドバス「のるーと古賀」を導入

しました。 

実績･成果 
AIオンデマンドバス運行台数：2台（土日祝は 1台運行） 

新たな交通サービスの導入により、市内公共交通網の充実を図りました。 

 

●（一般会計）2款 1項 1目 公共交通利便増進事業費 決算に関する資料 56ページ 

4 

事 業 名 公共交通利用促進事業 事業費 7,386,010円 担当課 経営戦略課 

事業概要 
新型コロナウイルス感染症の影響、燃料費の高騰等により厳しい経営状況にあるタクシー事業者を支援するため、飲食店利用者や妊産

婦に対しタクシーチケットを交付しました。 

実績･成果 
タクシーチケット利用枚数：13,696枚（飲食店利用者等：4,136枚、妊産婦：9,560枚） 

チケット交付により公共交通事業者の支援及び対象者の移動支援につながりました。 
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●（一般会計）2款 1項 1目 デジタル化推進事業費 決算に関する資料 60ページ 

5 

事 業 名 スマート自治体推進事業 事業費 4,251,060円 担当課 デジタル推進課 

事業概要 RPA（Robotic Process Automation：定型業務の自動化）や Webアンケートシステムの活用により業務の効率化を図りました。 

実績･成果 
RPAシナリオ作成数：6件（5業務） 

Webアンケート数：50件 

 

●（一般会計）2款 1項 1目 デジタル化推進事業費 決算に関する資料 60ページ 

6 

事 業 名 スマホ相談窓口事業 事業費 913,000円 担当課 デジタル推進課 

事業概要 「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」をめざして、「スマホおたすけ窓口」を庁舎内に設置しました。 

実績･成果 
開催回数：20回 

延べ参加人数：307人 

 

●（一般会計）2款 1項 5目 契約等管理事務費 決算に関する資料 74ページ 

7 

事 業 名 電子入札運用事業 事業費 2,079,200円 担当課 管財課 

事業概要 
インターネットによる入札が可能となる電子入札の実施に先立ち、昨年度に導入した契約管理システム、競争入札参加資格申請受付シ

ステムの運用を開始しました。 

実績･成果 
インターネットによる競争入札参加資格申請受付を行うことで、事業者が書類を郵送または持参する必要がなくなり、事業者の負担軽

減と職員との接触機会の低減につながりました。 

 

●（一般会計）2款 1項 6目 総合政策推進事務費 決算に関する資料 74ページ 

8 

事 業 名 SNS情報発信等事業 事業費 1,014,255円 担当課 経営戦略課 

事業概要 プッシュ型通知や電子申請による市民サービス向上のため、市公式 LINEアカウントを開設し、運用を開始しました。 

実績･成果 
市公式 LINE登録者数：3,813 人（令和 4年度末時点） 

市公式 LINEアカウントの開設により効率的な市民サービスの実現に向けた基盤を整備しました。 
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●（一般会計）2款 1項 6目 インキュベーション促進事業費 決算に関する資料 76ページ 

9 

事 業 名 インキュベーション促進事業 事業費 76,913,491円 担当課 経営戦略課 

事業概要 インキュベーション施設「快生館」の運営を継続することで、新たな働き方の推進やサテライトオフィス等の誘致を促進しました。 

実績･成果 
快生館入居企業等数：9（令和 4年度末時点） 

快生館の運営継続によりインキュベーションの促進につながりました。 

 

●（一般会計）2款 1項 6目 移住定住促進事業費 決算に関する資料 78ページ 

10 

事 業 名 移住体験促進事業 事業費 17,391,000円 担当課 経営戦略課 

事業概要 
移住定住促進のため、移住支援金による支援を行うとともに、ポータルサイトをリニューアルし、新たに子育て世代を対象とした取組

として親子ワーケーションを実施しました。 

実績･成果 
イベント実施数：3回、参加世帯数：合計 10組 

親子ワーケーションの体験映像をポータルサイトに掲載し、魅力的な移住定住情報の発信を図りました。 

 

●（一般会計）2款 1項 8目 電子情報管理事務費 決算に関する資料 78ページ 

11 

事 業 名 情報システム管理事務 事業費 50,678,631円 担当課 デジタル推進課 

事業概要 分散勤務、Web会議の利用拡充のため、庁内の業務用ネットワークの無線 LAN化やパソコン・個室ブースの購入・設置を行いました。 

実績･成果 
パソコン購入台数：10台 

個室ブース数：2室 

 

●（一般会計）2款 2項 2目 税賦課事務費 決算に関する資料 88ページ 

12 

事 業 名 非接触型証明書発行事業 事業費 93,281円 担当課 市税課 

事業概要 
新型コロナウイルス感染症の感染予防のため、市役所に来庁しなくても、全国のコンビニエンスストアでマイナンバーカードを利用し

て所得課税証明が取得できるコンビニ交付サービスを実施しました。 

実績･成果 
交付件数：793件 

市役所に来庁せずに、時間外でも証明書発行が可能となり、利便性が向上するとともに窓口の混雑が緩和できました。 
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●（一般会計）2款 2項 2目 税賦課事務費 決算に関する資料 88ページ 

13 

事 業 名 確定申告感染拡大防止事業 事業費 524,657円 担当課 市税課 

事業概要 
新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、市公式 LINE または電話で、職員・税理士による対面での申告受付の予約を事前に受け

付けました。 

実績･成果 
予約受付件数：1,881件 

事前予約制とすることで、会場が混雑することなく申告会場を運営することができました。 

 

●（一般会計）2款 2項 2目 収納管理事務費 決算に関する資料 92ページ 

14 

事 業 名 非接触型納税促進事業 事業費 4,384,821円 担当課 収納管理課 

事業概要 税や介護保険料、保育料の納付手段として、スマホ決済及びクレジット決済、またオンラインによる口座振替申請を実施しました。 

実績･成果 スマホ決済：6,287件 クレジット決済：1,104件 Web口座振替受付：863件 

 

●（一般会計）2款 3項 1目 住民情報管理事務費 決算に関する資料 94ページ 

15 

事 業 名 非接触型証明書発行事業 事業費 7,664,679円 担当課 市民国保課 

事業概要 
新型コロナウイルス感染症の感染予防のため、市役所に来庁しなくても、全国のコンビニエンスストアでマイナンバーカードを利用し

て住民票などの証明書が取得できるコンビニ交付サービスを実施しました。 

実績･成果 
証明書交付部数：8,965部 

市役所に来庁せずに、時間外でも証明書発行が可能となり、利便性が向上するとともに窓口の混雑が緩和できました。 

 

●（一般会計）3款 1項 1目 包括的自立支援事業費 決算に関する資料 114ページ 

16 

事 業 名 生活困窮者自立相談支援事業 事業費 18,413,637円 担当課 福祉課 

事業概要 
生活保護に至る前の生活困窮者に対し、自立相談支援員が自立支援に関する措置を講じることにより、生活困窮者の自立促進を図りま

した。 

実績･成果 
新規相談件数：250件 支援プラン作成件数：184件 

相談者に寄り添い、自立の促進に努めました。 
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●（一般会計）3款 1項 1目 包括的自立支援事業費 決算に関する資料 114ページ 

17 

事 業 名 生活困窮者家計改善支援事業 事業費 9,146,508円 担当課 福祉課 

事業概要 
生活保護に至る前の生活困窮者に対し、家計改善支援員が相談者とともに家計状況を把握し、生活の再生に向けた意欲向上につなげる

ような支援等を行いました。 

実績･成果 
新規相談件数：168件 支援プラン作成件数：148件 

相談者の家計状況を把握し、適切な助言により生活再生に努めました。 

 

●（一般会計）3款 1項 1目 包括的自立支援事業費 決算に関する資料 114ページ 

18 

事 業 名 生活困窮者臨時的支援事業 事業費 10,117,248円 担当課 福祉課 

事業概要 
新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、総合支援資金等の貸付を終了した生活困窮世帯に対して、新型コロナウイル

ス感染症生活困窮者自立支援金を支給しました。 

実績･成果 
支援実績：39世帯 

コロナ禍において自立支援金を支給することにより、収入が減少した生活困窮者等への支援につながりました。 

 

●（一般会計）3款 1項 1目 包括的自立支援事業費 決算に関する資料 114ページ 

19 

事 業 名 生活困窮者住居確保給付金事業 事業費 1,211,600円 担当課 福祉課 

事業概要 
離職等により住居を失った又はその恐れがある生活困窮者で所得等が一定水準以下の人に対して、有期で住居確保給付金を支給しま

した。 

実績･成果 
支援実績：38世帯 

必要な世帯に給付金を支給することにより、住居を確保する支援につながりました。 

 

●（一般会計）3款 1項 1目 包括的自立支援事業費 決算に関する資料 114ページ 

20 

事 業 名 生活困窮者就労準備支援事業 事業費 2,624,788円 担当課 福祉課 

事業概要 
ひきこもり状態にあるなど就労に向け準備が必要な人に対し、一般就労の準備としても基礎能力の形成に向けて、最長 1年間の集中的

な支援を行いました。 

実績･成果 
新規支援決定者数：6件 支援終了者数（就労）：1件 

就労準備支援員のきめ細やかな支援により就労につながりました。 
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●（一般会計）3款 1項 1目 包括的自立支援事業費 決算に関する資料 114ページ 

21 

事 業 名 住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業 事業費 212,815,587円 担当課 福祉課 

事業概要 
新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、住民税非課税世帯等を支援するため、国の制度に沿って、臨時特別給付金を支給し

ました。 

実績･成果 

支給実績（10万円/世帯） 

○令和 3年度給付金事業（繰越） 支給世帯数： 562世帯 

○令和 4年度給付金事業     支給世帯数： 838世帯 

                合計   ：1,400世帯 

住民税非課税世帯等の支援につながりました。 

 

●（一般会計）3款 1項 1目 物価高騰対策等生活支援事業費 決算に関する資料 116ページ 

22 

事 業 名 物価高騰対策等生活支援事業 事業費 56,422,523円 担当課 総務課 

事業概要 
新型コロナウイルス感染症流行下で燃料費及び物価高騰に直面する住民税均等割のみ課税世帯を支援するため、電力・ガス・食料品等

価格高騰緊急支援給付金を支給しました。 

実績･成果 

支給実績（5万円/世帯） 

支援世帯数：1,034世帯 

住民税均等割のみ課税世帯の支援につながりました。 

 

●（一般会計）3款 1項 1目 物価高騰対策等生活支援事業費 決算に関する資料 116ページ 

23 

事 業 名 物価高騰対策等生活支援事業 事業費 292,485,446円 担当課 福祉課 

事業概要 
電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、住民税非課税世帯等を支援するため、国の制度に沿って緊急支援給付金を支

給しました。 

実績･成果 

支給実績（5万円/世帯） 

支給世帯数：5,492世帯 

住民税非課税世帯等の支援につながりました。 
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●（一般会計）3款 1項 1目 物価高騰対策等生活支援事業費 決算に関する資料 118ページ 

24 

事 業 名 物価高騰対策等生活支援事業 事業費 35,262,931円 担当課 健康介護課 

事業概要 
急激な物価高騰と年金の支給額引き下げの影響を受ける 65歳以上の高齢者の経済的負担を軽減するため、お米とごみ袋を配付しまし

た。 

実績･成果 配付数：15,826人 

 

●（一般会計）3款 1項 1目 物価高騰対策等生活支援事業費 決算に関する資料 118ページ 

25 

事 業 名 物価高騰対策等生活支援事業 事業費 33,759,930円 担当課 青少年育成課 

事業概要 
物価高騰により影響を受けている子育て世帯への支援策として、0 歳から高校生の年代までを対象に、3,000 円の図書カードを配付し

ました。 

実績･成果 配付枚数：10,379枚 

 

●（一般会計）3款 1項 3目 介護サービス提供事業費 決算に関する資料 124ページ 

26 

事 業 名 介護サービス事業者支援事業 事業費 9,814,000円 担当課 健康介護課 

事業概要 
コロナ禍で燃料費や物価の高騰に直面する市指定の介護サービス事業所を支援するため、物価高騰対策福祉施設等支援金を交付しま

した。 

実績･成果 支援事業所数：52事業所 

 

●（一般会計）3款 1項 5目 障がい者生活支援事業費 決算に関する資料 126ページ 

27 

事 業 名 障がい福祉サービス事業者支援事業 事業費 400,000円 担当課 福祉課 

事業概要 
コロナ禍で燃料費や物価の高騰に直面する市内障がい福祉サービス事業所等を支援するため、物価高騰対策福祉施設等支援金を交付

しました。 

実績･成果 
支給実績（5万円/事業所） 

支援施設数：8事業所 
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●（一般会計）3款 1項 7目 人権意識向上事業費 決算に関する資料 132ページ 

28 

事 業 名 人権啓発事業 事業費 396,000円 担当課 人権センター 

事業概要 7月・12月の講演会の際に感染症対策としてオンライン配信とアーカイブ配信を行いました。 

実績･成果 
オンライン視聴者 7月：42名 12月：165名 

オンライン配信を導入したことにより、会場内が密にならずに開催することができました。 

 

●（一般会計）3款 2項 2目 幼児教育・保育提供事業費 決算に関する資料 142ページ 

29 

事 業 名 家庭保育支援事業 事業費 442,410円 担当課 子育て支援課 

事業概要 
新型コロナウイルス感染症の影響により、家庭保育に協力した届出保育施設及び幼稚園を利用している無償化対象外の子どもの保護

者に対し、当該期間の保育料相当額を補助しました。 

実績･成果 支給件数：95件（延べ件数） 

 

●（一般会計）3款 2項 2目 幼児教育・保育提供事業費 決算に関する資料 142ページ 

30 

事 業 名 保育所等感染症対策支援事業 事業費 5,000,000円 担当課 子育て支援課 

事業概要 新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図った保育の継続的な実施に必要な経費を支援するため、保育所等に補助金を交付しました。 

実績･成果 支援施設数：11施設 

 

●（一般会計）3款 2項 2目 幼児教育・保育提供事業費 決算に関する資料 142ページ 

31 

事 業 名 保育所等給食材料費補助事業 事業費 7,776,870円 担当課 子育て支援課 

事業概要 
物価高騰対策として、保育所等において、これまでどおりの栄養バランスや量を保った給食を実施し、保護者の経済的負担の軽減を図

るため、保育所等に補助金を交付しました。 

実績･成果 支援施設数：8施設 
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●（一般会計）3款 2項 2目 幼児教育・保育提供事業費 決算に関する資料 142ページ 

32 

事 業 名 保育所等事業者支援事業 事業費 3,762,000円 担当課 子育て支援課 

事業概要 コロナ禍で燃料費や物価の高騰に直面する保育所等を支援するため、保育所等に補助金を交付しました。 

実績･成果 支援施設数：11施設 

 

●（一般会計）3款 2項 2目 幼児教育・保育提供事業費 決算に関する資料 142ページ 

33 

事 業 名 保育所等 ICT化推進事業 事業費 2,538,000円 担当課 子育て支援課 

事業概要 
保育士の業務負担軽減を図るため、保育の周辺業務や補助業務に係る ICT 等を活用した業務システムの導入費用の一部を補助しまし

た。 

実績･成果 支援施設数：4施設 

 

●（一般会計）3款 2項 3目 子育て世帯経済的支援事業費 決算に関する資料 150ページ 

34 

事 業 名 子育て世帯臨時給付金事業 事業費 77,200,000円 担当課 子育て支援課 

事業概要 

○低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金 

 児童扶養手当受給世帯及び住民税均等割が非課税の子育て世帯等に対して、対象児童 1人当たり 5万円を支給しました。 

○子育て世帯への臨時特別給付金（繰越分） 

 児童手当受給世帯及び高校生世代の児童を養育する世帯（所得制限あり）に対して、対象児童 1人当たり 10万円を支給しました。 

実績･成果 

○低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金 

 支給世帯数：852世帯 対象児童数：1,476人 支給金額：73,800,000円 

○子育て世帯への臨時特別給付金（繰越分） 

 支給世帯数：31世帯 対象児童数：34人 支給金額：3,400,000 円 
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●（一般会計）3款 2項 4目 妊娠・出産・乳幼児期支援事業費 決算に関する資料 156ページ 

35 

事 業 名 子どもの誕生お祝い事業 事業費 3,317,379円 担当課 子育て支援課 

事業概要 
すべての子どもの誕生をお祝いし、子どもと子育て家庭を支える思いを伝えるため、赤ちゃん用品とコスモス広場お買物券を詰め合わ

せた「うまれてきてくれてありがとう BOX～こがたからばこ～」を配付しました。 

実績･成果 支援世帯数：401世帯 

 

●（一般会計）3款 2項 4目 妊娠・出産・乳幼児期支援事業費 決算に関する資料 156ページ 

36 

事 業 名 出産・子育て応援事業 事業費 36,466,481円 担当課 子育て支援課 

事業概要 
全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てができるようさまざまなニーズに合わせ必要な支援を図るとともに、出産育児関連用

品の購入助成や子育て支援サービスの利用負担軽減のために、補助金を交付しました。 

実績･成果 
○出産応援ギフト  支給者数：409人 支給金額：20,450,000円 

○子育て応援ギフト 支給者数：239人 支給金額：11,950,000円 

 

●（一般会計）4款 1項 4目 感染症対策事業費 決算に関する資料 176ページ 

37 

事 業 名 新型コロナウイルス感染症対策事業 事業費 64,011円 担当課 福祉課 

事業概要 
新型コロナウイルス感染症の自宅療養者や濃厚接触者のため自宅待機を行う人の中で、希望者に対し、期間中の買物やゴミ出しの代行

を行いました。 

実績･成果 
支援実績：20件（買物代行 20件 ごみ出し 0件） 

支援を行うことで、生活の維持及び感染対策につながりました。 

 

●（一般会計）4款 1項 4目 感染症対策事業費 決算に関する資料 176ページ 

38 

事 業 名 高齢者インフルエンザ予防接種事業 事業費 31,427,119円 担当課 健康介護課 

事業概要 新型コロナウイルス感染症とインフルエンザが同時流行することを防止するため、インフルエンザ予防接種事業を実施しました。 

実績･成果 接種者数 9,322人（65歳以上） 
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●（一般会計）4款 1項 4目 感染症対策事業費 決算に関する資料 176ページ 

39 

事 業 名 新型コロナウイルス感染症対策事業 事業費 270,255,635円 担当課 健康介護課 

事業概要 
関係機関と連携し、集団接種及び個別医療機関での接種体制を構築、初回接種（1・2回目接種）及び追加接種（3･4･5 回目接種）、小

児・乳幼児接種を実施しました。 

実績･成果 接種者数 64,761人 

 

●（一般会計）5款 1項 1目 職業紹介事業費 決算に関する資料 192ページ 

40 

事 業 名 職業紹介事業 事業費 8,354,147円 担当課 商工政策課 

事業概要 
就労を希望する市民に対し、求人情報を提供するとともに相談を受け、求人側の企業とのマッチングを行いました。新型コロナウイル

ス感染症の影響を受け、職を失った市民に対しても丁寧なサポートを行いました。 

実績･成果 紹介件数：507件 就職決定者数：253人 

 

●（一般会計）6款 1項 3目 農業者経営安定支援事業費 決算に関する資料 196ページ 

41 

事 業 名 価格高騰対策農業者支援事業 事業費 11,078,000円 担当課 農林振興課 

事業概要 農業者の負担軽減のため、飼料価格高騰及び燃油価格高騰に対する支援を行いました。 

実績･成果 飼料価格高騰に対する支援：2名 燃油価格高騰に対する支援：92名 

 

●（一般会計）7款 1項 2目 商工業活性化推進事業費 決算に関する資料 210ページ 

42 

事 業 名 古賀駅西口エリアマネジメント支援事業 事業費 14,850,000円 担当課 商工政策課 

事業概要 
JR古賀駅西口エリア活性化ビジョンを実行していく体制整備の支援をはじめ、活動拠点であるまちの食交場「るるるる」の整備支援、

空き店舗等を活用した市民等の活動支援等を実施しました。 

実績･成果 

るるるるプレオープン来場者数：700人 

空き店舗改修支援：1件 

活動拠点の整備により、多様な人材の交流をさらに促進する場ができ、本質的な再生に向けた取組となりました。 
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●（一般会計）7款 1項 2目 商工業活性化推進事業費 決算に関する資料 210ページ 

43 

事 業 名 特産品 PR活動支援事業 事業費 4,601,960円 担当課 商工政策課 

事業概要 本市観光の促進及びそれによる地域の活性化を図るために、観光情報や特産品等の PRを実施しました。 

実績･成果 
観光案内所スタッフ及び市民ライターによる観光情報の発信回数：202回 

動画発信回数：6回 

 

●（一般会計）7款 1項 2目 商工業活性化推進事業費 決算に関する資料 210ページ 

44 

事 業 名 食の祭典事業 事業費 1,200,000円 担当課 商工政策課 

事業概要 
福岡食品加工団地を中心とした市内事業者や観光協会により、参加企業の商品の直売を中心としたイベント食の祭典を開催し、市内外

へ食品加工団地とモノづくり力の PRを行いました。 

実績･成果 来場者数：約 25,000人 売上：10,503千円 

 

●（一般会計）7款 1項 2目 商工業活性化推進事業費 決算に関する資料 210ページ 

45 

事 業 名 まつり古賀事業 事業費 2,200,000円 担当課 商工政策課 

事業概要 
市内の商工業、農業と市民の交流を深め、市内の商工業や農業振興を図るために、産業の PRや特産品などの販売をはじめ、市民によ

るステージ発表などを行いました。 

実績･成果 出店者数：54店 来場者：約 25,000人 

 

●（一般会計）7款 1項 2目 商工業活性化推進事業費 決算に関する資料 210ページ 

46 

事 業 名 消費喚起促進事業 事業費 21,555,000円 担当課 商工政策課 

事業概要 
商工会が実施する市内の取扱加盟店で使用できる古賀市キャッシュレス商品券「こが pay」の発行を支援し、地域経済の活性化とキャ

ッシュレス化を推進しました。 

実績･成果 
古賀市キャッシュレス商品券発行額：240,000,000円 古賀市キャッシュレス商品券利用額：239,886,566 円 換金率：99.95%    

加盟店舗数：133店舗 
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●（一般会計）7款 1項 2目 経営支援事業費 決算に関する資料 212ページ 

47 

事 業 名 事業者支援事業 事業費 148,714,774円 担当課 商工政策課 

事業概要 

○経営指導員の相談指導により、小規模事業者等の振興と安定に寄与しました。 

○燃料費高騰による影響を受けている市内の運送事業者等を営む中小企業者に対し、事業に要した燃料費の一部を支援しました。 

○物価や燃料費の高騰による影響を受けている市内事業者による市民の雇用に対して奨励金を交付しました。 

○燃料費の高騰による影響を受けている市内事業者の省エネ対応機器の導入に係る費用の一部を支援しました。 

○市内で創業する者に対し、創業に必要な経費の一部を補助しました。 

実績･成果 

○商工会経営指導員による相談件数：3,170件 

○燃料費高騰対策運送事業者等支援金交付件数：81件 

○雇用奨励金：20件 

○電気料金高騰対策事業者支援金交付件数：215件 

○新事業創出促進事業交付件数：創業支援事業 6件 

 

●（一般会計）7款 1項 3目 観光客誘致促進事業費 決算に関する資料 214ページ 

48 

事 業 名 観光協会補助事業 事業費 8,900,000円 担当課 商工政策課 

事業概要 
古賀市観光協会事務所の運営をはじめ、イベントカレンダーの発行や工業団地・特売イベントの支援を実施しました。また、食を通し

て古賀の魅力を発信する拠点をめざして、観光協会が実施するフードファクトリーコガボーノ開店を支援しました。 

実績･成果 
イベントカレンダー：毎月 25,500部発行 

フードファクトリーコガボーノ来客数：6,250人 ※令和 4年 11月 25日開店 

 

●（一般会計）8款 4項 2目 公園管理事業費 決算に関する資料 228ページ 

49 

事 業 名 公園管理センタートイレ改修事業 事業費 3,630,000円 担当課 都市整備課 

事業概要 トイレの洋式化及び増設、施設内レイアウト変更のための設計を行いました。 

実績･成果 公園管理センタートイレ等改修工事設計一式 
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●（一般会計）10款 1項 3目 修学支援事業費 決算に関する資料 246ページ 

50 

事 業 名 就学援助事業 事業費 12,678,216円 担当課 学校教育課 

事業概要 物価高騰対策として、就学援助受給対象世帯を世帯収入が生活保護基準額の 1.3倍以内から 1.5倍以内へ臨時的に拡大しました。 

実績･成果 就学援助対象世帯を拡大したことにより新たに対象となった児童生徒数：112人 

 

●（一般会計）10款 1項 3目 学力・体力向上推進事業費 決算に関する資料 246ページ 

51 

事 業 名 ICT教育推進事業 事業費 24,650,684円 担当課 学校教育課 

事業概要 
新型コロナウイルス感染症の流行下においても子ども達が学びを続けられるよう、校内ネットワークを整備し、学習者用パソコン端末

を必要台数購入しました。 

実績･成果 パソコン購入台数：98台 

 

●（一般会計）10款 2項 1目 公共施設等管理事業費 決算に関する資料 264ページ 

52 

事 業 名 公共施設予約システム更改事業 事業費 11,604,561円 担当課 生涯学習推進課 

事業概要 公共施設予約システムを更改し、新たにクレジットカード決済を導入しました。 

実績･成果 
公共施設予約システムを更改し、システムでの仮予約や施設利用料のクレジット決済が可能となったことで、利用者の利便性が向上し

ました。 

 

●（一般会計）10款 2項 4目 図書館運営事業費 決算に関する資料 270ページ 

53 

事 業 名 電子図書館サービス事業 事業費 2,261,955円 担当課 文化課 

事業概要 
ウィズコロナの情勢下において来館を見合わせる方、来館時間の確保が難しい子育て層や読書離れが進むスマホ世代の若年層などに、

インターネットを通じていつでもどこでも利用できる電子図書館の周知と資料の充実を図りました。 

実績･成果 
電子書籍コンテンツ数：445 タイトル 電子図書館ログイン回数：6,614 回 

電子書籍の収集にあたっては、紙媒体の書籍を補完し、全体として魅力ある蔵書構成となるよう工夫し、資料の選定を行いました。 
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●（一般会計）10款 3項 3目 給食センター管理運営事業費 決算に関する資料 288ページ 

54 

事 業 名 小中学校給食材料費補助事業 事業費 5,800,000円 担当課 学校給食センター 

事業概要 物価高騰に伴い、給食材料費の値上げ分を市より補助しました。 

実績･成果 
令和 3 年度と令和 4 年度給食材料費の差額（高騰）分を市が補助することで、古賀市立小中学校へ通う保護者の負担が軽減されまし

た。 

 

 


